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1 学校法人日本大学の平成27年度事業計画について 
 

 学校法人日本大学理事長 田 中 英 壽 

 

 今日の日本は，本格的なグローバル社会に突入し，経済，文化，社会，政治等の分野において将

来の予測が大変難しい時代に突入しています。それは，教育においても例外ではなく，超高齢化社

会・少子化時代の到来も相まって，大学を取り巻く環境はさらに厳しさを増しています。現在，全

国に私立大学は約６００校ありますが，平成２６年度入試では実にその４割以上が定員割れとなり

ました。また，２０１８年から再び１８歳人口が減り始める「２０１８年問題」が目前に迫ってい

るのは周知の事実です。 

 国の動向に目を向ければ，文部科学省は，安倍政権が目玉とする地方創生を念頭に，大都市圏へ

学生が集中している現状を変えるべく，大都市圏の私立大学の定員超過を抑制するために助成金の

交付要件の厳格化を検討しています。また，平成２７年４月１日からは，学長のリーダーシップの

下で戦略的に大学を運営するガバナンス体制の構築を主眼とした学校教育法の改正が行われます。

これにより，各大学は，社会に対して，将来の日本を支えていく基盤となる有為な人材を送り出す

という責務をより一層求められることとなります。 

 このように外的・内的要因が激しく変化する中で，本学は「日本一教育力のある大学」を目指し，

着実に改革を進めています。今春に日本大学藤沢小学校が開校し，幼稚園から大学院までの一貫教

育が可能となる体制となりました。来年度には新学部が開設し，日本一の総合大学として，さらに

広範な学術分野を学ぶことができる大学となります。昨年１０月に開院した日本大学病院は，医療

系の教育を実践するとともに，都心の中核病院として大きな役割を担っていきます。また，全国の

受験生に選んでもらえる大学となるよう学生寮の拡充等を行い，魅力ある大学づくりを進めてまい

ります。 

 教学面では，本学初となる全学共通科目「自主創造の基礎」の設置が進められているほか，総合

大学のスケールメリットを活かした「全学共通教育プログラム」を構築し，幅広い教養を養うなど

特色ある教育を展開いたします。また入試改革では，付属推薦入試において国に先駆ける形で，在

学中に行う複数回の試験結果を基に推薦を行う基礎学力到達度テストがすでに実施され，平成２８

年度から本学へ入学してまいります。 

 本学の財政基盤はまだまだ盤石とは言えません。常に「経営悪化の速やかな原因分析と改善策の

実行」を念頭に，積極的な財政改革に取り組んで行く所存です。 

このたび策定された事業計画は，実行後も内容の点検・評価を怠らず，改善すべき点はスピード

感を持って改善を行っていくとともに，皆様におかれましては，事業計画書を通じ，日本大学に対

する御理解をより一層深めていただければ幸いです。 

今後とも皆様からのさらなる御支援と御協力をお願い申し上げます。 
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2 事業計画(法人全体) 
[１]「大学改革の始点となる基本的な方針」に関する事項 

①｢1 学部の発想｣から｢全学的な視野｣への転換 

 (1) 教職員の意識改革 

 (2) 施設設備,情報,ｻｰﾋﾞｽ,物,人,財政等の資源の共有化の推進 

 

②学校教育法改正に伴う新たな大学ガバナンス体制の構築及び運用 

 (1) 学長基本方針の策定 

 (2) 各学部基本計画の策定 

 (3) 意思決定プロセスの再整理及び実質化 

 

[２]「教学施策と連携した積極的な環境整備」に関する事項 

① 自主創造型パーソンの育成・輩出 

(1)「全学共通教育プログラム（仮称）」の構築を含む「日本大学版教育スタンダード」の段階

的実施 

(2) 教育の質向上を目的とするＦＤ活動の全学的・組織的推進 

(3)「日本大学国際交流方針」に基づくグローバル化の実現に向けた環境整備の推進 

(4) 卒業前教育及び入学前教育などによる高大連携の充実 

(5) 大学院制度改革による体系的な大学院教育の充実 

(6) Ｎ方式入試の更なる拡充などによる入試制度改革の推進 

(7) 基礎学力到達度テストを用いた付属推薦入試改革の推進 

(8) 学生・生徒等に対する教育支援体制の充実による退学防止への全学的な取組 

 

② ビジョンに基づく施策の実現と継続的推進 

(1)「社会の安全」と「スポーツの振興」に寄与する危機管理学部・スポーツ科学部開設の推進

と 1キャンパス 2学部制の効率的運用に向けた検討の推進 

(2) 地方出身者等を経済支援する学生寮の更なる拡充 

(3) 幼少教育からの一貫教育を実践し社会に貢献する認定こども園開設の推進 

(4) 日本大学病院の安定的運営の推進 

(5) 初等教育からの一貫教育を実現する藤沢小学校の教育充実 

(6) 法学部と大学院法務研究科の連携強化による「司法の日大」の復活に向けた教育の改善・

充実 

(7)「プライド復活」の象徴となる「スポーツ日大」の飛躍に向けた保健体育審議会の活動環境

の充実とトップアスリートを育成するための高大連携の強化 

 

③「就職に強い日大」の推進・強化 

(1) キャリア教育充実と就職指導との連携強化等による就職支援体制整備への戦略的取組 

(2) 公務員試験支援センター強化等による各種国家試験対策の充実 

 

④ 研究推進支援基盤の充実 

 (1) 研究推進支援機構による総合力を結集した全学横断的学術研究（産官学連携を含む）の推進 

 (2) 研究体制の戦略的強化（間接経費の全学的な有効活用を含む）による競争的資金獲得施策

の推進 

(3) 研究成果向上に寄与する効果的な資金配分への取組 

(4) 文部科学省ガイドラインに沿った研究倫理の遵守及び研究費の適正使用の徹底 
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⑤ 安心・安全なキャンパス実現 

(1) 大学の公共性を考慮した省エネルギー及び地球温暖化対策への積極的取組 

  (2) 情報管理，著作権保護，個人情報保護などに留意したコンプライアンス（社会規範，社会

的要請との調和）の徹底 

(3) リスク発生の予防，緊急事態発生時の迅速対応などを目途とする危機管理及びリスク管理

体制の構築 

(4) 学生・生徒等の就学環境及び教職員の就業環境維持向上への取組 

 

[３] 学則変更(平成 27年 4 月 1 日) 

① 大学 

・学則（総則等）の一部変更（学部の学科の設置，廃止及び名称変更，大学院法務研究科における昼夜

開講及び長期履修制度の導入，学校教育法及び学校教育法施行規則一部改正への対応，教育研究上の

目的の変更，学費の改定） 

・法学部第二部政治経済学科の廃止※H26.6.13廃止 

・医学部学則の一部変更（教育課程変更<授業科目の新設，削除及び名称変更等>） 

・歯学部学則の一部変更（教育課程変更<授業科目の新設，単位数変更及び名称変更等>） 

・生物資源科学部くらしの生物学科の設置（入学定員80人） 

・生物資源科学部植物資源科学科の名称変更（生命農学科に変更） 

・生物資源科学部学則の一部変更（教育課程変更<授業科目の新設，削除及び名称変更等>） 

・薬学部学則の一部変更（教育課程変更<授業科目の新設，削除及び名称変更等>） 

・大学院文学研究科学則の一部変更（教育課程変更<授業科目の新設，削除及び名称変更等>） 

・大学院国際関係研究科学則の一部変更（教育課程変更<授業科目の新設，削除及び名称変更等>） 

・大学院理工学研究科学則の一部変更（教育課程変更<授業科目の新設，削除及び名称変更等>） 

・大学院総合社会情報研究科学則の一部変更（教育課程変更<授業科目の新設，削除及び名称変更等>） 

・通信教育部学則の一部変更（学費の改定） 

・短期大学部学則（総則等）の一部変更（学科の学生募集停止，学校教育法及び学校教育法施行規則

一部改正への対応） 

・短期大学部生物資源学科の学生募集停止 

・医学部附属看護専門学校学則の一部変更（賞罰，入学検定料及び学費，奨学，宿舎） 

・歯学部附属歯科技工専門学校学則の一部変更（総則，教職員組織及び教員会，学年・学期及び休業

日，入学・休学及び退学，学習の評価・進級・卒業及び称号の授与，入学検定料及び学費，賞罰） 

・歯学部附属歯科衛生専門学校学則の一部変更（総則，教育課程，教職員組織及び教員会，学年・学

期及び休業日，入学・休学及び退学，試験・進級・卒業及び称号の授与，入学検定料及び学費，賞

罰） 

・松戸歯学部歯科衛生専門学校学則の一部変更（総則，教育課程及び授業単位数，教職員及び教員会，

学年・学期及び休業日，入学・休学及び退学，試験・進級・卒業及び称号の授与，入学検定料及び

学費，賞罰） 

② 高等学校 

・日本大学高等学校学則の一部変更（中高一貫教育制度の適用） 

・鶴ヶ丘高等学校学則の一部変更（授業料の改定，条文の表記変更） 

・藤沢高等学校学則の一部変更（中高一貫教育制度の適用） 

・豊山高等学校学則の一部変更（収容定員の変更，中高一貫教育制度の適用， 

教育課程の変更，附則の一部変更） 

・豊山女子高等学校学則の一部変更（授業料の改定，中高一貫教育制度の適用） 
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・三島高等学校学則の一部変更（収容定員の変更，中高一貫教育制度の適用， 

教育課程の変更） 

・明誠高等学校学則の一部変更（学期及び休業日の変更） 

・山形高等学校学則の一部変更（授業料の改定） 

・習志野高等学校学則の一部変更（授業料の改定） 

③ 中学校 

・日本大学中学校学則の一部変更（中高一貫教育制度の適用） 

・藤沢中学校学則の一部変更（中高一貫教育制度の適用，附則の一部変更） 

・豊山中学校学則の一部変更（収容定員の変更，中高一貫教育制度の適用，教 

育課程の変更，附則の一部変更） 

・豊山女子中学校学則の一部変更（授業料の改定，中高一貫教育制度の適用， 

教育課程の変更） 

・三島中学校学則の一部変更（中高一貫教育制度の適用） 

④ 小学校 

・藤沢小学校学則の制定 
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3 事業計画(部科校別の事業の概要) 

総合社会情報研究科 
 
【教育研究】 
○新ｶﾘｷｭﾗﾑの実施 
 
 

【経営・人事(管理運営・人件費)】 
○研究生･科目等履修生の一般からの受入れ 
○専任教員の採用 

法学部・法学研究科・新聞学研究科・知的財産研究科・法務研究

科 
 

○法学部，法学研究科，新聞学研究
科，知的財産研究科共通         
【教育研究】 
○学務ｼｽﾃﾑの導入 
○新ｶﾘｷｭﾗﾑの導入 

 

○法学部              
【教育研究】 
○ｷｬﾘｱ教育講座の充実 
○業界･職種研究ｶﾞｲﾀﾞﾝｽの充実 
○保護者への情報提供 
○講堂 AV卓及び天吊りﾓﾆﾀｰの購入 
○貴重書の電子化 
○図書館の日曜開館 
○貴重書ﾃﾞｰﾀの登録及び目録作成 
○ｷｬﾘｱ教育の推進 
○大学生基礎力調査(1･2 年次対象) 
○FD 活動の充実 
○電子資料の導入 
○貴重書等の展示会 
○日本大学杉林奨学金の制定 
 

【社会貢献・環境活動】 
○法律相談会･行政相談会の開催 
○千代田区立図書館との相互協力 
 

【経営・人事(管理運営・人件費)】 
○法曹資格取得希望学生への対応 
○受験生向けﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ･ﾓﾊﾞｲﾙｻｲﾄの充実化 
○高等学校への訪問 
○WEEKDAY CAMPUS VISIT の実施 
 

【施設設備】 
○本館 6階及び 7階研究室空調機更新工事 
○箱根仙石原寮浴室改修工事 
○本館 6階～9階研究室の既存空調機撤去 
工事 

○5号館新築工事 
  

○法学研究所                     
【教育研究】 
○研究所研究員の受入れ 

○専門職養成研究室 
○学術研究の推進 

 

○政経研究所               
【教育研究】 
○共同研究の再編 
○研究所研究員の受入れ 
○学術研究の推進 

 
○比較法研究所             
【教育研究】 
○研究所研究員の受入れ 
○学術研究の推進 

 

○新聞学研究所                     
【教育研究】 
○研究所研究員の受入れ 
○学術研究の推進 

 

○国際知的財産研究所         
【教育研究】 
○研究所研究員の受入れ 
○専門職養成研究室 
○学術研究の推進 
 

○法務研究科                
【教育研究】 
○奨学金制度の更なる充実 
○継続教育の実施 
○昼夜開講･長期履修制度の実施 

 
【社会貢献・環境活動】 
○授業(ｸﾘﾆｯｸ･ﾛｰﾔﾘﾝｸﾞ)の一環として無料法律
相談の実施 

 
【経営・人事(管理運営・人件費)】 
○専任教員組織の充実 

 

【施設設備】 
○三崎町ｷｬﾝﾊﾟｽ施設設備の更なる充実 
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文理学部・文学研究科・総合基礎科学研究科 
 

○文理学部                        
【教育研究】 
○教職志望者への支援 
・平成 26 年度より,それまでの教職指導室に代
わる｢教職支援ｾﾝﾀｰ｣を設置し,免許取得,ﾎﾞﾗﾝ
ﾃｨｱ,採用試験(求人に関する情報提供,試験対
策講座),卒業生へのﾌｫﾛｰなど教職志望学生へ
の窓口を一元化した｡また設置に伴い,3･4 年
生の採用試験対策に加え,低学年から意識を
高めるために 1･2 年生向けの説明会･講演会
等を回数･内容共に充実させた｡これらの実施
状況を踏まえ,さらに各種行事の改善を行い,
より効果的な支援体制を目指して検討を重ね
る｡ 

○外国語教育ｾﾝﾀｰにおける外国語能力の向上 
・課外講座の開催,ﾈｲﾃｨﾌﾞ教員による英会話ｻﾛﾝ

の実施,留学等に関する相談･指導などの学
習支援を行う｡ 

・正課の英語科目を一元管理し,学生の習熟度
に合わせたｸﾗｽ編成を行う｡ 

・｢ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ制度｣による在学生からのｱﾄﾞﾊﾞｲｽ
を行う｡ 

・外国語教育ｾﾝﾀｰ専属の教員を配置し,英語の
補習授業及び語学学習のｱﾄﾞﾊﾞｲｽを行う｡ 

○教育の質の向上への取組 
・文理学部 FD 委員会に専門委員会を設置し, 
｢学生 FD ﾜｰｷﾝｸﾞｸﾞﾙｰﾌﾟ｣による文理学部 FD活
動の環境整備を行い,活動を支援する｡また,
授業改善ｱﾝｹｰﾄの結果をﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞにて公開す
ることで,意欲を持って学ぶ学生への情報提
供の一つとする｡ 

○ｷｬﾘｱ教育に関する講座の開講 
・平成 23 年度から,大学設置基準の改正によ 
り,ｷｬﾘｱ教育が義務化された｡これに伴い,次
回ｶﾘｷｭﾗﾑ改正までの対応として,総合教育科
目のうち,｢ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ教育科目｣(既存の科目
などでは学習できない多様な教育内容に関
して,自由に企画できる科目)の一科目とし
て開講していた特定業界の講座を発展させ
て,ｷｬﾘｱ教育に関する講座として開講し,開
講ｺﾏ数も拡大する｡ 

○GPA の実質化による教育の質保証 
・学生の学修成果が GPA の数値に正しく反映さ

れるよう,成績評価ｶﾞｲﾄﾞﾗｲﾝ(例:S 評価は全
体の x%とするなど)の作成についての検討を
行う｡ 

○学生による授業評価ｱﾝｹｰﾄ結果の公表 
・教員･科目を特定しない形式でﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞに公
開しているが,形式を含め,引き続き検討を
行う｡また,PDCA ｻｲｸﾙの確立,改善計画の提出
とその活用方法について検討する｡ 

○教育課程全体についての卒業時･修了時にお
ける学生による評価 

・学部･大学院において,卒業時･修了時の学生
による評価と利用方法について,必要性の有
無を含め検討する｡ 

○経済的困窮者に対する奨学金制度の充実 

・文理学部奨学金(第 3種)の運用｡ 
・後援会奨学金の給付｡ 
・新規奨学金制度の設定｡ 
○東日本大震災(含福島第一原子力発電所事
故)に伴う特別措置 

・授業料等の減免措置｡ 
○文理学部学術出版助成制度 
・専任教員の研究成果を公開するため,出版が
困難と認められる学術論文等の出版に対し,
助成を行う｡また,海外出版も視野に入れる｡ 

○科学技術振興機構･戦略的創造研究推進事業 
・地圏熱環境の変化が地下物質循環や微生物生

態系に及ぼす影響を考慮した地下水･地圏熱
利用のための環境影響評価ﾂｰﾙの開発を行
う｡ 

○文理学部科学研究費再申請支援研究費 
・科学研究費への申請で当該年度に不採択とな

った研究課題に対して,研究者が継続的な取
組を行うことで,研究力を強化･充実させる
ために必要な経費を支給する｡ 

○科学研究費への申請及び機関管理の拡大 
・専任教員が任期満了後も継続して計画する科

学研究費の申請及び機関管理を行う｡また,
研究員にも拡大する｡ 

○選書ﾂｱｰ 
・平成 25 年度より開始した,学生･大学院生よ
る選書ﾂｱｰの問題点等を検討し,大学･学生に
とって有益な事業となるように改善を図る｡ 

○就職意識の高い学生への選抜就職支援 
・就職意識の高い 3年生を選抜し,夏休みに｢本

気就職塾｣を実施し就職活動生をﾘｰﾄﾞする学
生を育成する｡ 

○OB･OG 懇談会の実施 
・民間企業･公務員として働く OB･OG を 60 名招

聘し,3 年生との懇談会を行う。 
○優良企業研究会の実施 
・OB･OG が在籍する優良企業に特化した合同説
明会を行う｡ 

○就職ｶﾞｲﾄﾞﾌﾞｯｸの作成 
・3年生に向けた就職ｶﾞｲﾄﾞﾌﾞｯｸを作成する｡ 
○ｲﾝﾀｰﾝｼｯﾌﾟの実施 
・教職及び公務員関係のｲﾝﾀｰﾝｼｯﾌﾟを実施する｡ 
○4 年生未内定者への就職支援 
・就職ﾒｰﾙｻｰﾋﾞｽによる求人情報紹介及び合同企

業面接会の事前研修を実施する｡ 
○保護者向け就職活動説明会 
・就職活動期を迎えた 3 年生の保護者に向け,
保護者が就職活動を支援できることと,文理
学部就職指導課の取組等を紹介する｡ 

 
【社会貢献・環境活動】 
○公開講座の実施 
・平成 27 年度は,前期に｢日本大学理事長特別
研究｣の成果として｢省ｴﾈﾙｷﾞｰ･防災･安全ｷｬﾝ
ﾊﾟｽ作り｣をﾃｰﾏに,また後期は｢古都鎌倉にみ
る時代と場所の検証｣をﾃｰﾏに文学･歴史･社
会･地理と,多方面から文理学部のそれぞれ
の専門家がｱﾌﾟﾛｰﾁする｡ 
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○地域貢献事業の実施 
・文理学部心理臨床ｾﾝﾀｰにおいて,地域貢献事
業の一環として,未就園児とその保護者を対
象とした｢桜っ子ｶﾌｪ｣を開催し,地域の子育
て支援を引き続き支援することを目的とし
ている｡ 

○地域住民等への開放 
・地域住民をはじめ,公開講座聴講生,卒業生･
修了生,他大学研究者,学生等の館長が認め
る者を対象に図書館の利用及び館外貸出を
行う｡ 

○資料館企画展の実施 
・人文科学･社会科学･自然科学といった文理学

部の教育研究分野に関する資料の収集,保管,
調査研究並びに展示を行い,教職員,学生及
び一般の利用に供し,合わせて本学における
教育,研究成果を社会に還元する｡ 

 
【経営・人事(管理運営・人件費)】 
○ﾎｰﾑｶﾐﾝｸﾞﾃﾞｰの開催           
・平成 25 年度より文理学部校友会とﾀｲｱｯﾌﾟし
て実施している文理学部ﾎｰﾑｶﾐﾝｸﾞﾃﾞｰを継続
して実施する｡ 

○防災備蓄 
・災害対策用の物資を備蓄する｡ 

 
【施設設備】 
 ○1号館耐震補強工事 
・耐震補強工事を実施する｡ 
○新本館(仮称)新築工事 
・老朽化の著しい 5号館･6 号館及び本館等の建

替工事｡ 
○ｷｬﾝﾊﾟｽﾏｽﾀｰﾌﾟﾗﾝの構築 
・限られたｷｬﾝﾊﾟｽの有効活用を図るべく,将来
に向けた基本構想を構築する｡ 

○図書館利用者用検索機器更新 
・図書館内に設置している現有機器のﾒｰｶｰから

のｻﾎﾟｰﾄ対象期間が終了し,また機器の陳腐
化も著しいことから最新機器への更新を行
う｡ 

○図書館ﾏｽﾀｰﾌﾟﾗﾝの再構築 
・資料の収容数が限界に近づいているため,書
架の増設等を検討する｡また,図書の購入方
法,除籍等,既存の図書及びこれからの図書
の在り方を検討する｡ 

○ﾏﾙﾁﾒﾃﾞｨｱｽﾍﾟｰｽ PC の更新 
・図書館内のﾏﾙﾁﾒﾃﾞｨｱ･ｽﾍﾟｰｽに設置されている

VOD(ﾋﾞﾃﾞｵｵﾝﾃﾞﾏﾝﾄﾞ)ｼｽﾃﾑ稼働のための PC に
ついてﾒｰｶｰからのｻﾎﾟｰﾄ対象期間が終了し,
また機器の陳腐化による不具合も著しいこ
とから最新機器への更新を行う｡ 

 

【財政・各種基金(引当資産)】 
○第 3号基本金引当資産への組入れ 
・学生への奨学金の給付を行うため,目標額 1
億円のうち,毎年度 1 千万円を第 3 号基本金
(文理学部後援会奨学基金)に組み入れる｡ 

 

○文学研究科，総合基礎科学研究科                   
【教育研究】 
○大学院生への研究支援 
・従前の奨学金制度を見直し,特に博士後期課
程の大学院生の研究活動に対する支援を充
実させる｡ 

 

○人文科学研究所               
【教育研究】 
○学内における競争的研究費 
・応募採択制による同一学科内の複数の専任教

員による共同研究と複数学科の専任教員に
よる総合研究を設け,研究費の効率的助成を
行う｡ 

○研究成果の公表 
・公開講演会の開催｡ 
・研究紀要の発行(9 月,3 月発行予定)｡ 
・研究活動報告書の発行(11 月発行予定)｡ 

 

○自然科学研究所             
【教育研究】 
 ○学内における競争的研究費 
・応募採択制による同一学科内の複数の専任教

員による共同研究と複数学科の専任教員に
よる総合研究を設け,研究費の効率的助成を
行う｡ 

○研究成果の公表 
・ｼﾝﾎﾟｼﾞｳﾑの開催｡ 
・研究紀要の発行(3 月発行予定)｡ 
・研究活動報告書の発行(11 月発行予定)｡ 

 

○情報科学研究所           
【教育研究】 
 ○学内における競争的研究費 
・応募採択制による同一学科内の複数の専任教

員による共同研究と複数学科の専任教員に
よる総合研究を設け,研究費の効率的助成を
行う｡ 

○研究成果の公表 
・年次研究報告書の発行(3 月発行予定)｡ 
・日本大学文理学部資料館での研究成果の一般

公開(9～11 月を予定)｡ 
 

 

経済学部・経済学研究科 
 

○経済学部                  
【教育研究】 
 ○学習環境の改善における学習支援ｼｽﾃﾑの導

入(e-Learning 含む) 

・学習支援ｼｽﾃﾑとして,新たなｼｽﾃﾑ(Web Class)
を導入することにより,学習環境の改善を図
る｡ 

○経済的困窮者への奨学金給付 
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・経済的困窮者に対して,学部又は学部後援会
奨学金の給付を行う｡ 

○学業成績優秀者への奨学金給付 
・学業成績優秀で人物が優れている者に対して,

学部校友会奨学金の給付を行う｡ 
○中国･ｱｼﾞｱ研究ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄのｼﾝﾎﾟｼﾞｳﾑ開催 
・研究成果の一環としてｱｼﾞｱ諸国や日本のｲﾝﾌﾗ

運営に反映しうる政策提言をﾃｰﾏにｼﾝﾎﾟｼﾞｳﾑ
を開催する｡ 

○中国･ｱｼﾞｱ研究ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄの研究成果本の出版
補助 

・中国･ｱｼﾞｱ諸国の実証分析及び研究ﾃﾞｰﾀを集
約し,出版を行う｡ 

○年間留学ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑの拡大 
・年間留学ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑを 4大学へ拡充し,派遣交換

留学を推進する｡ 
○海外提携校の拡大 
・海外提携校の拡大に向けて大学を視察する。
また,すでに覚書を提携している提携校では
長期ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ実施に向けた調査を行う｡ 

○入学前教育の充実 
・早期入学手続者を対象に,入学までの間に社
会科学系の学問概要を紹介するﾃｷｽﾄを使っ
た入学前教育ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑを導入する｡ 

○付属校との連携強化 
・付属高校等を訪問し,情報の収集･発信を強化

する。               
・模擬授業及び学部説明会等を実施する。 
○就職指導支援事業 
・就職支援では,学部 3 年生を主対象に就職支
援ｾﾐﾅｰを開講する｡就職活動開始時期が変更
になることを踏まえ,ｲﾍﾞﾝﾄは実施時期を見
直すとともに,就職ｶﾞｲﾀﾞﾝｽは内容を見直し
約 30種 90 回開講する｡ 

・国家公務員･公認会計士･税理士等の受験を志
す学生のために国家試験受験準備室を設け,
受験勉強の支援を行う｡ 

・資格取得支援講座では,9 講座(学内講座 4種･
学外講座5種)を開講する｡開講講座は簿記講
座をはじめ,公認会計士･税理士試験対策の
講座等で,資格取得のための体制を整える｡ 

○ｷｬﾘｱ形成支援事業 
・学部 2･3 年生を対象にｲﾝﾀｰﾝｼｯﾌﾟを正規授業
｢ｷｬﾘｱ形成論｣として実施する｡ 

・学部 1年生全員の履修科目｢基礎研究｣におい
て｢ｷｬﾘｱ教育｣を 2 ｺﾏ実施し,さらに,学部 1年
生から参加できる講座を約 40回開講する｡ 

 
【社会貢献・環境活動】 
 ○図書閲覧ｻｰﾋﾞｽ 
・千代田区民で経済･経営分野を研究ﾃｰﾏとする

方への開架資料の図書閲覧ｻｰﾋﾞｽを提供する。 
 
【経営・人事(管理運営・人件費)】 
 ○新聞広告の掲載 
・本学部の教育･研究に関する取組を幅広く情
報発信する。 

○保護者向けﾊﾟﾝﾌﾚｯﾄ(仮)作成 
・受験生が大学を選ぶ際,影響力が大きい保護
者を対象に本学部の情報発信を目的とした
ﾊﾟﾝﾌﾚｯﾄを作成する。 

○広報活動の強化 
・JR山手線に窓上連合広告を掲出する｡ 

 
【施設設備】 
 ○ﾈｯﾄﾜｰｸ環境の整備充実 
・CAL(ﾊﾟｿｺﾝ)教室のﾈｯﾄﾜｰｸ機器を更新する｡ 
○情報機器の更新 
・読書ｺｰﾅｰのﾊﾟｿｺﾝを更新する｡ 
○三崎町ｷｬﾝﾊﾟｽ整備事業 
・経済学部校舎をｼﾝﾎﾞﾘｯｸな学びの舎とし,更に

は三崎町地区のﾗﾝﾄﾞﾏｰｸ的存在の確立を目指
す｡ 

 

商学部・商学研究科 
 

○商学部                   
【教育研究】 
 ○ﾈｯﾄﾌﾞｰﾄｼｽﾃﾑの導入 
○図書館 2階ｸﾞﾙｰﾌﾟ学習室等改修工事 
○ﾉｰﾄﾊﾟｿｺﾝ自動貸出ﾛｯｶｰの設置 
○学修支援ｾﾝﾀｰの機能拡充 
○横断的ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ共同研究実施 
○ｷｬﾘｱ教育支援 
○海外大学等との交流事業拡大等 

 

【経営・人事(管理運営・人件費)】 
 ○広報活動の強化 
 
【施設設備】 
 ○砧ｷｬﾝﾊﾟｽ新本館(管理･研究棟)(仮称)建設工 
  事 
○大蔵校地管理棟(仮称)新築及びｸﾞﾗｳﾝﾄﾞ改修
工事 

○ｶﾌｪﾊｳｽの新築 
○創設 90周年記念館改修工事 

 

芸術学部・芸術学研究科 
 

○芸術学部                             
【教育研究】 
 ○芸術教養課程を含む新ｶﾘｷｭﾗﾑの実施推進 
○芸術総合講座の実施 

○募集定員のﾊﾞﾗﾝｽを考えた調整 
○教員の教育力の向上を目指すための FD 
○地震等に対する特別措置に係る授業料等 
免除 
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○米国ﾜｼﾝﾄﾝ州立大学ｻﾏｰｽｸｰﾙの実施 
○中国伝媒大学並びに韓国龍仁大学との交流
推進 

○米国ｶﾘﾌｫﾙﾆｱ州立大学ﾉｰｽﾘｯｼﾞ校訪問及びﾊﾘｳ
ｯﾄﾞｽﾀｼﾞｵ研修ﾂｱｰの実施 

○英国ﾎﾟｰﾂﾏｽ大学との交流推進 
○(財)日本国際協力ｾﾝﾀｰによる JENESYS2.0 等
の国際交流ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑへの積極的推進活動 

○ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙ意識改革推進のための国際交流方針
の明確化 

○海外留学のための学生支援(定期的留学相談
窓口等) 

○英語での専門授業科目の推進 
○日藝図書館情報の発信 
・ｶﾀﾛｸﾞ誌の発行｡ 
・『日藝ﾗｲﾌﾞﾗﾘｰ』前身『日藝･図書館案内』の
発行｡ 

・展示会｢畑中純の世界｣展の開催｡ 
○就職指導講座の充実 

 
【社会貢献・環境活動】 
 ○日藝賞の授与及び記念講演会の開催 
○日藝賞創設 10 周年記念事業の実施 
○江古田･所沢両校舎にて公開講座を実施 
 

【経営・人事(管理運営・人件費)】 
○江古田校舎通年化 
○企画委員会で入試対策を多角的検討 
○｢日芸の卒博｣の実施 
○学生募集広告充実化 
○危機管理体制の構築 
○教員の年齢構成を踏まえた人事計画実施 
○学生教職員の衛生環境維持のための害虫 
駆除 

○学部主催による合同企業説明会の充実 
 
【施設設備】 
 ○西棟･北棟ｻｰﾊﾞｰ室,ﾏｼﾝﾙｰﾑ系統 PAC 室外機ｺﾝ

ﾌﾟﾚｯｻｰ交換 
○所沢校舎各棟便器改良工事 
○江古田ｷｬﾝﾊﾟｽ整備事業(第 2期)  
              

【財政・各種基金(引当資産)】 
 ○文化庁の補助金への申請 
 

○芸術学研究科                                
【教育研究】 
 ○教員情報を掲載した芸術学研究科案内冊子

GSA の継続作成 
○芸術学研究科博士課程研究誌｢芸術･ﾒﾃﾞｨｱ･ｺ
ﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ｣の継続発行 

○博士論文審査創作成果発表会の開催 
○新ｶﾘｷｭﾗﾑの実施推進 
 

○芸術学研究所                     
【教育研究】 
 ○学部研究費(個人･共同)の確保と研究･創作

成果の発信の支援 
○学科単位の研究活動支援(学部長指定研究) 
○補助金獲得を視野に入れた研究活動支援 
○学科横断的かつ情報発信型の研究活動支援 

   (日藝ｱｰﾄﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ) 
 
【社会貢献・環境活動】 
○研究成果の活用による産学官連携活動の 
実施 

○芸術資料館企画展の実施 

 

国際関係学部・国際関係研究科・短期大学部（ﾋﾞｼﾞﾈｽ教養学科，食物

栄養学科，専攻科食物栄養専攻） 
 

○国際関係学部，国際関係研究科，
短期大学部共通                   
【教育研究】 
○日本大学三島後援会特別奨学金 
・三島後援会からの支援を受け,自宅通学不可
能で下宿することになる学生又は遠隔地か
らの新幹線通学の学生に対し,選考により奨
学金を給付する｡ 

 
【社会貢献・環境活動】 
○ｴｺｷｬｯﾌﾟ運動の推進 
・学内の自動販売機付近に回収ﾎﾞｯｸｽを 11 か所

設置し,使用済ﾍﾟｯﾄﾎﾞﾄﾙのｷｬｯﾌﾟを回収してｴ
ｺｷｬｯﾌﾟ運動を推進する｡ 

○図書館内の国際機関資料室の市民への開放,
国連ﾃﾞｰや EU ﾌﾚﾝﾄﾞｼｯﾌﾟｳｨｰｸ企画展示,上田彦
次郎ｶﾞﾗｽ乾板写真展｢昭和 30 年頃の伊豆･箱
根等｣を開催する｡ 

 
【経営・人事(管理運営・人件費)】 
 ○学部指定学生寮の確保 

・地方の高校生から強く要望のある学部指定の
学生寮を大学近郊に確保する｡財政的ﾘｽｸを
発生させないため土地･建物は業務委託先の
学生寮運営業者からの提供によるものとし,
学部指定の学生寮として紹介する｡ 

・平成 27年度は 5棟(143 室)と契約する。 
 
【財政・各種基金(引当資産)】 
○寄付金募集 
・｢日本大学国際関係学部教育振興資金の募集｣ 

学部･短大の教育研究活動の推進を図るため,
校友･企業及び在校生父母等に寄付金の募集
活動を行う｡募金目標額 1億円｡ 

 
○国際関係学部,短期大学部共通     
【教育研究】 
○学生の自己実現及び就職率向上を図るため
の就職支援講座の実施 

・教育課程と連携し,学生の社会人基礎力を育
成するため次の就職支援講座を実施する。 

・筆記試験に備えた SPI 対策講座及び一般常識 
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模試｡ 
・書類選考や面接選考に備えた業界ｾﾐﾅｰ,自己 
分析講座,文章力強化講座,面接対策講座,模 
擬面接及び内定者報告会等｡ 

・公務員試験に備えたｺｰｽ別公務員講座及び個
別面談｡ 

・学内合同企業説明会｡ 
○入学前学習支援ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑの実施 
 

【社会貢献･環境活動】 
○市民公開講座･ｴｸｽﾃﾝｼｮﾝ講座の実施 
・市民公開講座は,近隣自治体の後援を得て年 
2 期･全 10 講座を開講する｡ｴｸｽﾃﾝｼｮﾝ講座は,
春･秋の 2回外国語講座を開講する｡ 

 
○国際関係学部                 
【教育研究】 
○英語特別ｸﾗｽの設置 

 
【経営・人事(管理運営・人件費)】 
○准教授 1名,助教 2名を採用する｡ 

○生活科学研究所                     
【教育研究】 
○学術講演会開催及び『生活科学研究所報告』
の発行 

 

○国際関係研究所                   
【教育研究】 
○国際ｼﾝﾎﾟｼﾞｳﾑの開催 
・国内外から研究者を招き,国際諸問題に沿っ
たﾃｰﾏで国際ｼﾝﾎﾟｼﾞｳﾑを開催する｡ 

○学術講演会開催及び『国際関係研究』の発行 
 

○短期大学部                    
【経営・人事(管理運営・人件費)】 
○教授 2名を採用する｡ 
 

【施設設備】 
○11号館各教室空調設備改修工事 
・11 号館の空調設備を改修し,授業等の教育環
境の整備を行う｡

 

理工学部・理工学研究科・短期大学部（建築・生活ﾃﾞｻﾞｲﾝ学科，もの

づくり・ｻｲｴﾝｽ総合学科，生命・物質化学科） 
 

○理工学部, 理工学研究科，短期大学
部，理工学研究所共通         
【教育研究】 
 ○研究推進戦略の確立 
・理工学部ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ研究助成金の充実｡ 
・科学研究費(若手研究)獲得支援研究助成金の

充実｡ 
・理工学部基礎科学研究助成金の充実｡ 
・理工学部応用科学研究助成金の充実｡ 
・新規研究助成金の充実｡ 
○理工学研究所施設の充実 
・ﾘｻｰﾁ&ﾃﾞｨﾍﾞﾛｯﾌﾟﾒﾝﾄ体制の強化｡ 
・研究部門の利活用｡ 
 

【社会貢献・環境活動】 
 ○産官学連携 
・委託研究,共同研究推進による産官学連携｡ 
・東葛ﾃｸﾉﾌﾟﾗｻﾞへの参加･技術相談等｡ 

 

○理工学部, 理工学研究科,短期大学
部,共通               
【教育研究】 
○理工学部学術講演会の開催 
○理工学部学術賞等表彰式の開催 
○就職指導対策の充実 
・ｷｬﾘｱ教育の充実｡ 
・公務員試験対策の充実｡ 
・e-ﾗｰﾆﾝｸﾞの充実｡ 
・後期の未内定者ﾌｫﾛｰの充実｡ 
○低学年からのｷｬﾘｱ支援の充実 
・1 年生向け｢ｷｬﾘｱｻﾎﾟｰﾄｶﾞｲﾄﾞ｣,保護者用｢保護
者版ｷｬﾘｱｻﾎﾟｰﾄｶﾞｲﾄﾞ｣の作成｡ 

・ｺﾝﾋﾟﾃﾝｼｰ診断(1年～3年)の実施｡ 
・ｷｬﾘｱｶｳﾝｾﾗｰの充実(全学年対象)｡ 
○ﾘｹｼﾞｮ応援ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ 
・理系女子向け講座･各種ｲﾍﾞﾝﾄ･企業とのｺﾗﾎﾞﾚ

ｰｼｮﾝ等の企画｡ 
 

【社会貢献・環境活動】 
○日本大学理工学部科学技術史料ｾﾝﾀｰ(船橋校
舎)特別展の開催(年 1 回) 

○日本大学理工学部図書館(駿河台)の千代田
区民及び日本大学理工学部図書館(船橋)の
船橋市民への開放(館内閲覧及びｾﾙﾌｺﾋﾟｰｻｰ
ﾋﾞｽ) 

○地球温暖化防止への取組 
・毎年度,前年度対比 1%以上のｴﾈﾙｷﾞｰ使用量の
削減を目標｡ 

・ｸｰﾙﾋﾞｽﾞ,ｳｫｰﾑﾋﾞｽﾞの導入｡ 
・冷房温度 28℃以上,暖房温度 20℃以下の温度

設定管理の励行｡ 
・空調設備の中央制御化による温度設定管理の

一元化｡ 
・建物の断熱化｡ 
 

【経営・人事(管理運営・人件費)】 
○新教員人事制度の施行 
・特任教授に関する内規の施行｡ 
・教員資格審査に関する内規の施行｡ 
 

【施設設備】 
 ○駿河台校舎ｷｬﾝﾊﾟｽ整備事業(南棟) 
・使途:教室･研究室･実験室等｡ 
・鉄骨鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ造り,鉄骨造｡ 
・地上 18階,地下 3階｡ 
・延面積:27,252.39 ㎡｡ 
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○校舎の耐震計画 
・耐震診断の実施｡ 
・既存施設の耐震･免震工事実施｡ 
・新築施設への地震対策｡ 

 

○理工学部，理工学研究科，理工学
研究所共通              
【教育研究】 
 ○学術研究戦略事業の推進 
・私立大学戦略的研究基盤形成支援事業の遂
行｡ 

 

○理工学部, 理工学研究科共通     
【教育研究】 
 ○FDの取組の推進 
・授業ｱﾝｹｰﾄ実施方法の改善｡ 
 

【社会貢献・環境活動】 
○日本大学理工学部図書館(駿河台)公開講座
の開催(年 2回の予定) 

○八海山ｾﾐﾅｰﾊｳｽの有効活用(外部貸出) 
・貸出対象は,団体利用を原則とし,南魚沼市小

中高生及び南魚沼市市役所が主催する研究
会参加者などである｡ 

 

○理工学部, 短期大学部共通      
【社会貢献・環境活動】 
○理工学部及び短期大学部(船橋校舎)共催に
よる公開市民大学講座の開催 

・全 7講座のうち 3講座は学術的要素を取り入
れたものとし,2 講座はｽﾎﾟｰﾂ教室(ﾃﾆｽ教室,
ｺﾞﾙﾌ教室)を,2 講座はﾊﾟｿｺﾝ教室(Word 教
室,Excel 教室)を実施｡ 

○ｵｰﾌﾟﾝﾗﾎﾞ(公開ｲﾍﾞﾝﾄ)の充実 
○COC(ｾﾝﾀｰ ｵﾌﾞ ｺﾐｭﾆﾃｨ)の構築 
○防災機能の強化 
 

【経営・人事(管理運営・人件費)】 
 ○広報活動の転換･充実 
・高校生とその保護者を対象とした広報手段の

見直し｡ 
・卒業生を対象に様々な広報媒体との連携｡ 
 

【財政・各種基金(引当資産)】 
○第 3号基本金引当資産への組入れ 

・学生へ奨学金の給付を行うため,毎年度 500
万円を第 3 号基本金(日本大学理工学部校友
会奨学基金)に組み入れる｡ 

 

○理工学部              
【教育研究】 
 ○教育方法の改善 
・ｲﾝｾﾝﾃｨﾌﾞ及びｽﾀﾃﾞｨ･ｽｷﾙｽﾞ科目の授業内容の
見直し｡ 

・卒業達成度評価科目の授業内容の見直し｡ 
 

【社会貢献・環境活動】 
○資源ごみの有効利用 
・ごみの分別の徹底｡ 
・古紙の排出方法の見直し｡ 

 
【経営・人事(管理運営・人件費)】 
○防災体制の充実 
・ｸﾚﾄﾞやﾎﾟｽﾀｰの作成｡ 
・防災備蓄品の改善｡ 

 

○短期大学部                       
【教育研究】 
○学生支援(経済的) 
・理工学部奨学金の給付｡ 
○学生生活満足度調査の実施 
 

【社会貢献・環境活動】 
 ○ｵｰﾌﾟﾝｶﾚｯｼﾞ｢ものづくり&ｻｲｴﾝｽ･ｽｸｰﾙ｣の開催                         
・短期大学部(船橋校舎)の PR 活動の一環とし
て,大学施設を利用した体験学習の場を提供
し,小学生から大人まで参加できるようなも
のづくりの面白さが体験できる催しを実施
する｡ 

 
【経営・人事(管理運営・人件費)】 
○高等学校訪問 
・短期大学部(船橋校舎)の特色をｱﾋﾟｰﾙするた
めに,教職員が年数回,入学実績校,指定高校,
ｵｰﾌﾟﾝｷｬﾝﾊﾟｽ参加校,沿線高校などへの訪問
を行う｡ 

 

○理工学研究所                       
【教育研究】 
 ○理工学部理工学研究所講演会の開催 

 

生産工学部・生産工学研究科 
 

○生産工学部, 生産工学研究科共通   
【社会貢献・環境活動】 
○地球温暖化防止への取組 
・ｸｰﾙﾋﾞｽﾞ,ｳｫｰﾑﾋﾞｽﾞの導入｡ 
・冷房温度 28℃以上,暖房温度 20℃以下の温度

設定管理の励行｡ 
・WINCOM(風力発電ｺﾝﾍﾟ)の実施｡ 
・39 号館(60 周年記念棟)に太陽光発電装置を
設置｡ 

・照明器具の LED 化｡ 
○近隣住民への図書館開放 
○習志野市との包括協定等に基づく地域･社会
貢献活動の推進 

○公開講座･公開ｾﾐﾅｰの開催 
 
【経営・人事(管理運営・人件費)】 
 ○適正な教職員採用及び人員配置等の人事計

画の検討 
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【施設設備】 
 ○津田沼校舎新 14号館(仮称)新築工事 
・使途:研究室,実習室,食堂他｡ 
・建築延べ面積:約 6,000 ㎡｡ 
○ｷｬﾝﾊﾟｽ施設整備計画 
・安心･安全なｷｬﾝﾊﾟｽ計画｡ 
・耐震強度不足建物の安全性確保｡ 
・利用可能施設の再利用による教育研究環境 
整備｡  

・計画実施に当たっての事前調査及び周辺設備 
の改修｡ 

○自習室並びに特別研究室の整備 
 
【財政・各種基金(引当資産)】 
 ○寄付金の募集 
・名称:日本大学生産工学部創設 60 周年記念 
事業募金｡ 

・目的及び使途:新校舎建設及び教育研究に要 
する経常的経費資金｡ 

 

○生産工学部               
【教育研究】 
 ○JABEE(日本技術者教育認定機構)への対応 
・認定維持:電気電子工学科,土木工学科,応用
分子化学科,数理情報工学科｡ 

○出席管理ｼｽﾃﾑ,学生ｶﾙﾃの構築及びﾎﾟｰﾀﾙｻｲﾄ
の再構築 

○英語教育(｢ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙ･ﾋﾞｼﾞﾈｽｴﾝｼﾞﾆｱ人材育成
ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ｣の構築) 

○FD 取組の推進 
・教育貢献賞の推薦基準の改正及び受賞講演会

の実施｡ 
○入学者,在学生の学業及び学生生活面等,支
援の取組 

・従来実施している入学前教育(各種推薦入学
試験等を利用した入学予定者への入学前学
習用問題集の課題提示及びの委託業者によ
る DVD 教材の学習の推奨)の改善｡ 

○学修到達度確認試験の実施 
○退学者･卒業延期者削減を意識した父母懇談
会(津田沼校舎[4 月,9 月実施予定]及び地方
会場[10 月実施予定])の開催 

○中国科技大学管理學院(台湾)との覚書に基
づく交流の推進 

  ・交換留学又は学生の受入れの検討｡ 
  ・特別聴講学生の受入れ｡ 
○全学共通初年次教育(自主創造の基礎 1 及び
自主創造の基礎 2)に準じた初年次ｾﾞﾐ及び 2
年次ｾﾞﾐの実施 

○大学改革実行ﾌﾟﾗﾝに則した対応の検討 
○新入生に対する学外ｵﾘｴﾝﾃｰｼｮﾝの実施 
○課外活動への経済支援 
○内規･要項で定めている独自の奨学制度によ
る積極的な奨学支援 

○学生相談支援体制の強化 
○WINCOM(風力発電ｺﾝﾍﾟ)の実施 
○東日本大震災(含福島第一原子力発電所事
故)に伴う特別措置 

○新入生に対する図書館ｶﾞｲﾀﾞﾝｽの実施 
○ｷｬﾘｱﾃﾞｻﾞｲﾝ講座の構築 
○生産実習(ｲﾝﾀｰﾝｼｯﾌﾟ:必修科目)の実施 
○就職対策講座の実施 
○SPI 実践講座の実施 
○生産工学部就職ｾﾐﾅｰの実施 

 

○生産工学研究科                         
【教育研究】 
○大学院の教育･研究充実と定員充足率の向上 
・広報活動による入学志願者増と大学院定員充

足率の向上｡ 
・ｼﾗﾊﾞｽの充実による国際化｡ 
・大学院担当教員の増員による教育･研究の多
様化及び経常費補助金の増額獲得｡ 

・学位取得見込者を対象とした助手(特別枠)の
採用による後期課程定員の充足｡ 

・課題解決型の特別実習による高度な実践的教
育･研究の推進｡ 

・大学院進学説明会の実施｡ 
○ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙ化の実現に向けた国際交流の推進 
・海外学部提携校でのｲﾝﾀｰﾝｼｯﾌﾟの実施｡ 
○生産工学特別演習及び生産工学特別実習の
実施 

 

○生産工学研究所                       
【教育研究】 
○研究基盤の強化 
・生産工学研究ｾﾝﾀｰ(仮称)の発足,ﾘｻｰﾁ･ｸﾞﾙｰﾌﾟ,

ﾘｻｰﾁ･ｾﾝﾀｰ等の指定,研究所共用研究機器の
新規導入･更新及び若手研究者を交付対象と
する研究費補助ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑの推進｡ 

○科学研究費補助金受領者に対する特別研究
費交付 

○生産工学研究所の研究成果に関する報告書
刊行 

○生産工学部学術講演会の開催 
○学協会賞等受賞研究者への生産工学部学術
賞及び学術賞(奨励賞)の授与 

○情報関係施設(研究ｾﾝﾀｰ入出力室)を利用し
た研究の実施 

○自動車工学ﾘｻｰﾁ･ｾﾝﾀｰによる自動車工学研究
の推進 

○委託共同研究の受入れ 
 
【社会貢献・環境活動】 
 ○研究･技術交流ｾﾝﾀｰによる産官との研究･技

術交流 

 

工学部・工学研究科 
 

○工学部                               【教育研究】 
○学習･学生生活の支援 
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  ・東日本大震災及び福島原発事故に係る学費の
特別措置(本部)の実施｡ 

○学生生活環境の安全･安心の確保 
・ｷｬﾝﾊﾟｽ内の空間放射線量の測定及び情報公
開｡ 

  ・ｷｬﾝﾊﾟｽ内の放射線量低減化に向けたｼｽﾃﾑの構
築｡ 

・学内上水道の放射性物質の測定及び情報公
開｡ 

  ・学生食堂で提供する商品中の放射性物質濃度
の測定及び情報公開｡ 

  ・大規模災害に対応できる大学-学生間の連絡･
通信網の整備･構築｡ 

○21 世紀の社会が必要とする分野を担う学科
設立の検討  

○人材の養成(A)-設置科目等の検討 
・平成25年度ｶﾘｷｭﾗﾑの検証及び平成29年度ｶﾘｷｭ

ﾗﾑの策定｡ 
・ﾌﾟﾚｰｽﾒﾝﾄﾃｽﾄの実施 
・日本大学共通初年次教育の実施検討｡ 
○人材の養成(B)-資格取得科目の強化 
・臨床工学技士課程の実施及び運営｡ 
・基本情報技術者試験対策講座の実施｡ 
○人材の養成(C)-教育ｼｽﾃﾑの構築 
・ﾘﾒﾃﾞｨｱﾙ教育の充実により学力の底上げを図
る｡ 

・入学準備学習の学習内容を再検討し,入学後
の大学教育との連動を図る｡ 

・海外語学研修における単位認定の検討 
・英単語ｺﾝﾃｽﾄの実施｡ 
・JABEEの継続(土木工学科)｡ 
○高大連携の推進 
・ｵｰﾌﾟﾝ講座の実施｡ 
・連携講座の実施｡ 
○工学部独自の奨学金制度の整備･拡充｡ 
○学生支援の推進｡ 
○ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙなｴﾝｼﾞﾆｱの育成 
・ﾖｰﾛｯﾊﾟ研修旅行の実施｡ 
・海外語学研修の実施｡ 
○学生生活に係る諸施設･ｷｬﾝﾊﾟｽの充実 
○課外講座の充実 
○職業適性の把握 
○多分野への就職を可能にする教育 
○工学部校友会連携による就職支援ｼｽﾃﾑの構
築 

○FD の活用 
・FD 関係研修会への派遣｡ 
○図書館業務の効率化 
○図書館設備の充実 
○資料の充実 
○校史資料室活動の充実 

 
【社会貢献・環境活動】 
 ○復旧･復興活動支援 
・ふるさと創生支援ｾﾝﾀｰﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄを実施し,福
島の復旧･復興活動を行う｡ 

○地域貢献 
○省ｴﾈﾙｷﾞｰ化の促進 
・地球温暖化対策への取組を策定し,省ｴﾈﾙｷﾞｰ
化の取組を展開する｡ 

 
【経営・人事(管理運営・人件費)】 
 ○広報活動の充実･拡大 
・震災･原発事故による風評･不安払拭のための

各種広報戦略の展開｡ 
○入試広報の充実 
・入試広報活動対象者を拡大して展開｡ 
○中長期入試戦略の構築 
○教員組織の適正化 
 

【施設設備】 
 ○施設の安全性確保 
・老朽化による施設･設備の改修｡ 
○未利用地の検討 
 

【財政・各種基金(引当資産)】 
 ○東京電力㈱に対する賠償の請求 
○本部の総合運用制度の積極的活用 
○財政基盤の強化 

 

○工学研究科                                 
【教育研究】 
 ○博士前期･後期課程における収容定員の充足 
  ・大学院進学ｶﾞｲﾀﾞﾝｽの実施｡ 
 ・大学院進学PR冊子の制作｡ 

  ・ﾁｭｰﾀｰ制度の新設｡ 
 

○工学研究所                           
【教育研究】 
 ○研究成果の結実 
・大型研究ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄの継続を図るべく,新規大
型ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄへの継続申請を行う｡ 

・ｾﾐﾅｰ等を開催し,社会へ研究活動を公開する｡ 
○外部研究資金の積極的獲得 
・科学研究費への申請者及び採択者の増加を図

る｡ 
・文部科学省等の大型研究ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄの採択を図

る｡ 
・受託研究,研究奨励寄付金等の外部資金獲得
の増加を図る｡ 

 

医学部・医学研究科・医学部附属看護専門学校 
 

○医学部                                
【教育研究】 
○東日本大震災に伴う特別措置 
○医学部特定医療奨学金など奨学金等制度の
整備 

○医学教育の国際標準化に向けた取組 
○臨床実習の充実 
○医学英語教育の充実 

 
【社会貢献・環境活動】 
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○学生ｻｰｸﾙ活動の一環として保育園･幼稚園で
の保健教育活動を実施する。 

○徳澤診療所における奉仕活動 
○学園祭で,来場者への健康ﾁｪｯｸ及び救命処置
の体験を企画する。 

 
【経営・人事(管理運営・人件費)】 
○志願者増を図るための事業計画 
○入試制度の見直し 
○人件費削減の取組 

 
【施設設備】 
○医学部各棟空調機器設備の整備改修及び更 

  新 
 
【財政・各種基金(引当資産)】 
○寄付金の積極的募集 

 

○医学研究科                      
【教育研究】 
○横断型医学専門教育ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑの充実 
○大学院指導教員の充実 

 

○医学部,総合医学研究所共通      
【教育研究】 
○外部資金･公的研究資金の獲得を意識した研
究活動 

○戦略的研究基盤形成支援事業の遂行による
先端的医学研究の実践 

○医学部高度化推進事業による大型ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ
研究への支援 

○大学の総合性を活かした研究ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄへの
参画 

○外国人研究員の受入れによる国際的研究交
流の推進 

○研究倫理教育における e-Learning の導入及
び推進 

 

【社会貢献・環境活動】 
○NUBIC との更なる連携による技術移転の促進 
○寄附講座及び共同研究･受託研究の推進によ
る産学官連携の活性化 

 

○総合医学研究所              
【教育研究】 
○研究活動の更なる活性化に向けた医学研究
支援部門における利用環境の充実 

○研究所紀要を通じた研究成果の持続的公開
に関する検討 

 

○医学部附属看護専門学校            
【教育研究】 
○ｶﾘｷｭﾗﾑの評価結果に基づいた改善･充実を図
り,看護の実践者を育成する教育環境の整備
強化を行う｡ 

・基礎学力向上の取組｡ 
・授業改善計画に基づく対応｡ 
・東京都補助金の獲得による実習機材の充実｡ 
・卒業時の看護技術到達度の経年評価｡ 
・FD への取組｡ 
 

【社会貢献・環境活動】 
○本校外の日本大学の部科校等での講義 
・付属病院臨床指導者勉強会｡ 
・日本大学通信教育部｡ 
○東京都看護教員養成研修事業(講義･看護教
育実習生受け入れ) 
 

【経営・人事(管理運営・人件費)】 
○入学試験の志願者増を図る 
・3期に分けた入学試験の実施｡ 
・付属高校進学相談会のみならず日本大学短期

大学部及び文系学部への広報｡ 
・臨床と連携した学校説明会｡ 
○入学試験制度の見直し 

 

歯学部・歯学研究科・歯学部附属歯科技工専門学校・歯学部附属

歯科衛生専門学校 
 

○歯学部，歯学研究科共通              
【財政・各種基金(引当資産)】 
○歯学部同窓会奨学基金(第 3号基本金) 

 
○歯学部                   
【教育研究】 
○ｶﾘｷｭﾗﾑの改定 
○全学共通初年次教育の導入 
○教学推進ｾﾝﾀｰの設置 

 
【社会貢献・環境活動】 
○公開講座の充実 
○生涯学習講演会の充実 

 
【施設設備】 
 ○歯学部新校舎新築工事 

 

○歯学研究科                 
【教育研究】 
 ○私立大学戦略的研究基盤形支援事業(細胞移

植による口腔感覚機能回復を目指した基礎
研究の拠点形成) 

 

○歯学部附属歯科技工専門学校，歯
学部附属歯科衛生専門学校       
【教育研究】 
○学則改正(歯科技工専門学校) 
○奨学金給付制度の充実(歯科技工専門学校･
歯科衛生専門学校) 

 
【社会貢献・環境活動】 
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○小学校,幼稚園での歯の衛生教育の充実(歯
科衛生専門学校) 

 
【経営・人事(管理運営・人件費)】 
 ○入学志願者増加対策(歯科技工専門学校) 
 

○総合歯学研究所                     

【教育研究】 
 ○総合歯学研究所研究費における研究費(A),

研究費(B)の交付による研究の推進 
 
【社会貢献・環境活動】 
 ○委託研究費の積極的受入れと特許権の取得

の推進

 

松戸歯学部・松戸歯学研究科・松戸歯学部附属歯科衛生専門学校 
 

○松戸歯学部                          
【教育研究】 
 ○教育･学修総合ｾﾝﾀｰ 
・学生教育の質を高めるため,学生個々の理解
を促進することを目的に教育支援ｼｽﾃﾑを構
築し,教育上必要かつ有効な情報及び教材を
作成,提供する｡また,教育･学修の基礎ﾃﾞｰﾀ
を分析し,結果を教員並びに学生に還元す
る｡ 

○学修支援ｼｽﾃﾑの構築 
・学生個々の様々な情報をﾃﾞｰﾀ化し,それを解
析し,教員に学生への学修支援の資料として
提供するとともに,学生にもﾌｨｰﾄﾞﾊﾞｯｸし,自
らの不得意分野を把握させ,勉学意欲を向上
させるためのｼｽﾃﾑの構築｡ 

○FD 教育講演会の実施･外部企画への参加 
・学内での講演会,ﾜｰｸｼｮｯﾌﾟの実施回数を増や
し,内容もより実践的なものに改善する｡ま
た,外部へのFD関係の企画にも積極的に参加
できるように予算化し教員のﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟを求
めている｡ 

○特別研究生制度                    
・既卒者で歯科医師国家試験不合格者の学修を

ｻﾎﾟｰﾄする制度を設けている｡ 
 
【社会貢献・環境活動】 
 ○生涯研修 
・生涯研修ｺｰｽの定期的開催｡ 
○公開講座 
・年 2回開催｡ 
○市民まつりへの参加 
・毎年 1 回 10 月に開催される｢松戸まつり｣へ
本学部のﾌﾞｰｽを出展｡ 

○松戸市こども発達ｾﾝﾀｰ摂食指導 
・同ｾﾝﾀｰの摂食指導事業に対する歯科医師の派 
 遣｡ 
○教職員･学生等への節電･節水の啓蒙 

・空調の設定温度に対する基準の設定(夏季
28℃冬季 23℃),夏季期間軽装(ﾉｰﾈｸﾀｲ)の義
務付けなど｡ 

○茨城県歯科医師会災害時身元確認活動 
・同歯科医師会災害派遣ﾁｰﾑへの歯科医師の派 
 遣｡ 

 
【経営・人事(管理運営・人件費)】 
 ○教員定員数の削減 
・5 か年計画(平成 23 年度から)に基づき,平成
27年度末までに教員定員数を現在の158名か
ら 149 名にする｡ 

 
【財政・各種基金(引当資産)】 
 ○第 3 号基本金は,すべて目標額を達成してお

り,運用果実の未使用残額及び募集によらな
い特別寄付金を基本金に組み入れている｡ 

 

○松戸歯学部附属歯科衛生専門学校   
【教育研究】 
 ○高等学校訪問(業者企画説明会) 
・学校企画,業者企画共に高等学校での説明会 
に積極的に参加し情宣活動を実施している｡ 

○臨地実習現場の開拓                  
・幼稚園･小学校･中学校･保健ｾﾝﾀｰ等での実習
実施｡ 

○ｶﾘｷｭﾗﾑの改正 
・平成 27年度入学生よりｶﾘｷｭﾗﾑを改正し,学習

意欲を高め,国家試験の高い合格率を維持す
ることを目的とする｡ 

 

○松戸歯学部，松戸歯学部附属歯科
衛生専門学校共通                   
【教育研究】 
 ○東日本大震災被災学生への特別措置 
 
【施設設備】 
 ○排水処理施設改修工事 

 

生物資源科学部・生物資源科学研究科・獣医学研究科・短期大学

部（生物資源学科） 
 

○生物資源科学部                     
【教育研究】 
○入試制度の改善･改革の推進 
・適切な学生数確保,入学者選抜方法の点検と

改善,編入学者の受入れ,広報活動強化,入学
ｾﾝﾀｰの機能充実｡ 

○ﾌｨｰﾙﾄﾞｻｲｴﾝｽ教育の充実     
・ﾌｨｰﾙﾄﾞ実習(新入生対象)による新たな自然科



- 16 - 
 

学教育の実践,西富士校舎新実習棟(仮称)新
築工事,八雲実習所の整備｡ 

○学術協定校との国際交流の促進 
・単位認定制度の拡大による国際教育･研究の
促進｡ 

○私立大学戦略的研究基盤形成支援事業への
計画的参加 

・研究拠点を形成する研究で平成 25 年度 1件,
平成 26 年度 1件採択｡ 

○教育組織の見直し 
・学科ｶﾘｷｭﾗﾑ見直しと学科名称変更,くらしの
生物学科新設,短大改組･転換への取組｡ 

 
【施設設備】 
 ○教育研究施設設備の充実 
・総合ｸﾞﾗｳﾝﾄﾞ改修工事等体育施設の整備,老朽

化した教育設備の取替更新｡ 

 

○生物資源科学研究科                    
【教育研究】 
○大学院の改善 
・TA ｼｽﾃﾑの強化,PD 制度の充実,経済的支援の
強化,組織の改変への取組｡ 

 

薬学部・薬学研究科 
 

○薬学部                                   
【教育研究】 
 ○薬剤師国家試験対策講座･模擬試験 
・外部講師を招へいし,薬剤師国家試験に向け
た対策講座,模擬試験を実施する｡ 

○共用試験(CBT)対策講座･模擬試験 
・共用試験(CBT)の合格に向けた学力充実のた
めの対策を行う｡ 

○教育支援ｼｽﾃﾑ運用 
・共用試験(CBT)及び薬剤師国家試験合格を目
指した教育支援ｼｽﾃﾑを運用する｡ 

○実務実習進捗ﾈｯﾄﾜｰｸﾂｰﾙの活用 
・実習学生,教員,指導薬剤師が協力して実務実

習をより効果的なものとするための実務実
習進捗ﾈｯﾄﾜｰｸﾂｰﾙを活用する｡ 

○薬学教育研究ｾﾝﾀｰの運営 
・本学部の教育の在方についての企画･提言及
び 6年間の学びに対する総合的支援を行う｡ 

○就職のためのﾗﾝﾁｮﾝｾﾐﾅｰ 
・4 年生を対象に前期 4月～7月,後期 9月～11

月に分けて実施する｡ 
○出席管理ｼｽﾃﾑの運用 
・IC ｶｰﾄﾞを利用した出席管理を行う｡ 
○文部科学省が行う私立大学戦略的研究基盤
形成支援事業への申請 

・ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ名｢24 時間型社会形成に伴い増加し
た健康ﾘｽｸに関する評価拠点の確立とその利
用を目的とした地域ﾈｯﾄﾜｰｸﾓﾃﾞﾙの構築｣｡ 

○奨学事業の充実 
・学費支弁困難な学生に対する新規奨学金制度

を実施する｡ 
○東日本大震災(含福島第一原子力発電所事
故)に伴う特別措置 

・東日本大震災(東京電力福島第一原子力発電

所事故による災害を含む)により被災し,経
済的に就学が困難になった者に対し,入学金
の免除及び授業料等の減免を行う｡ 

 
【社会貢献・環境活動】 
 ○薬学生涯教育講座 
・薬剤師としてのｽｷﾙｱｯﾌﾟ,専門的知識の体系的

修得などを目指した各種講座を実施する｡ 
○公開講座の実施 
・6月に地域住民･一般住民に向けて実施する｡ 
○薬草教室,薬草植物園公開 
・5月,11 月の年 2回地域住民･一般市民に向け

て実施する｡ 
○地球温暖化防止の取組 
・ｸｰﾙﾋﾞｽﾞ,ｳｫｰﾑﾋﾞｽﾞの導入等を実施する｡ 
○ｴｺｷｬｯﾌﾟ運動の推進 
・ﾍﾟｯﾄﾎﾞﾄﾙのｷｬｯﾌﾟ回収箱をｷｬﾝﾊﾟｽ内に設置す
る｡ 

 
【経営・人事(管理運営・人件費)】 
○体験入学の実施 
・高校生に対してより詳細に本学部や薬学の
学問分野について紹介する｡ 

○SD の取組 
・職員研修会を開催する｡ 

 
【施設設備】 
○空調設備･換気設備の改修工事 
・6号館一般研究室関係空調機器及び 3号館一

般研究室関係換気設備の更新を行う｡ 
○食堂厨房内の機器備品等の更新 
・良質な食事を提供できるように厨房機器等を

更新する｡ 

 

通信教育部 
 

○通信教育部                             
【教育研究】 
○ﾒﾃﾞｨｱ授業の改善と拡充 
○ｽｸｰﾘﾝｸﾞ開講形態等の改善 
○学籍簿及び成績簿の電子化 

 
【経営・人事(管理運営・人件費)】 
○入学説明会及び学校訪問 
○基幹ｼｽﾃﾑの新規開発 
 



- 17 - 
 

【財政・各種基金(引当資産)】 
○学費改定 

○第 3号基本金への組入れ 
○本部特定目的引当資産への組入れ 

 

付属高等学校・付属中学校・付属小学校・幼稚園 
 

○日本大学高等学校，日本大学中学
校共通                            
【教育研究】 
○日本大学進学相談会の実施 
○自律学習支援室の設置(ﾁｭｰﾀｰ制度) 
○ﾛﾎﾞｯﾄ講習会の実施 
○芸術鑑賞教室の実施 
○海外語学研修の実施(中学:ｲｷﾞﾘｽ,高校:ｶﾅ
ﾀﾞ) 

○新入生ｵﾘｴﾝﾃｰｼｮﾝの実施 
・本校･本学の自校史教育｡ 
・各分掌の主任によるｶﾞｲﾀﾞﾝｽ｡ 
○各教科の研究授業･授業参観の実施 
○漢字能力検定の実施 
○理数系教育の充実 
 

【社会貢献・環境活動】 
○学校施設の貸出し 
○社会奉仕活動 

 
【経営・人事(管理運営・人件費)】 
 ○広報活動の充実 

・学校説明会･学校見学会，受験雑誌への広告
掲載等の見直し｡ 

・校長･教頭が公立中学校を訪問し,校長との直
接面談を実施する。 

○人件費削減(教員の計画的採用） 
 
【施設設備】 
○記念館(中学棟)ｴﾚﾍﾞｰﾀｰ耐震補強工事 
○入退室管理ｼｽﾃﾑ一部更新工事 

 
【財政・各種基金(引当資産)】 
 ○収入改善策の実行 

・事業収入項目を再検討し,事業内容等の実態
に則した取扱いとする｡ 

  ・入学分納金の納入方法の改善｡ 
○冗費の削減 

 

○日本大学高等学校                           
【教育研究】 
○卒業生による進路説明会の実施 
○高校 3年生対象の夏期講習(2 回)の実施 
○各種検定試験の実施 
・GTEC  
・TOEIC IP 
・日商簿記検定 

 

○日本大学中学校                            
【教育研究】 
○実用英語技能検定の実施 
○理数系教育の充実 

 

○櫻丘高等学校                            
【教育研究】 
 ○国際化に対応した語学教育研修制度 
・夏休みを利用し,外国語運用能力の向上及び
国際社会に適応できる能力を身につけた生
徒の育成を目途に｢海外語学研修｣による現
地･体験研修を実施する｡ 

・ﾈｲﾃｨﾌﾞｽﾋﾟｰｶｰによる週 27 ｺﾏの授業を実施す
る｡ 

○教員研修制度 
・教諭の授業力向上を図るため,外部機関が実
施する研修会に派遣するとともに,特に英語
教諭については,英語教育能力の向上を目的
とする本部主催の海外研修派遣に参加する｡
また,研修会参加者増を見込む｡ 

○高大連携教育の推進 
 ・文理学部併設校の利点を生かし,1 年生全員

に体験授業(年一回)を実施する｡更に,2 年生
から連携学部(法学部,文理学部,経済学部)
の指定された授業科目を科目等履修生とし
て受講する｡ 

 ○本校教員及び外部講師による講習 
 ・7 月後半の本校教員による夏期講習の実施に

加え,8 月下旬には外部講師による特別講習
を実施する｡ 

 ○習熟度別授業の実施 
 ・英語と理系ｺｰｽの数学で,生徒の習熟度に合わ

せた少人数ｸﾗｽを編成し授業を行う｡ 
 ○基礎学力養成講習の実施 
 ・基礎学力が劣っている生徒に対して夏季及び

冬季休暇期間を利用して補習講習を開講す
る｡ 

 ○基礎学力向上補習の実施 
 ・基礎学力到達度ﾃｽﾄの実施に伴い,この対策の

一環として,全学年を対象に実施する｡ 
 ○大学本部交換留学生徒の交流ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑの実施 
 ・大学本部で実施している日本語･日本研究講

座(NU-JLSP)を受講している留学生を本校生
徒の家庭にﾎｰﾑｽﾃｲさせる｡また,ﾎｰﾑｽﾃｲに先
立ち,交流ｲﾍﾞﾝﾄを開催する｡ 

 
【施設設備】 
○新館･新体育館(仮称)新築工事 
・老朽化した校舎 1,体育館及び生徒会館等の
建替工事｡ 

 
【財政・各種基金(引当資産)】 
 ○第 3号基本金引当資産への組入れ 
・生徒へ奨学金の給付を行うため,目標額 3,000

万円のうち,毎年度 100 万円を第 3 号基本金
(櫻丘高等学校創設50周年記念後援会奨学基
金)に組み入れる｡ 
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○鶴ヶ丘高等学校                              
【教育研究】 
○現在,理系･文系の進路希望に合わせて行っ
ている高大連携教育を,生物資源科学部に加
えて,経済学部,理工学部において実施予定｡ 

○海外留学制度を充実すべく,交換留学(ｵｰｽﾄﾗ
ﾘｱｸﾞﾚｰｽﾙｰｻﾗﾝｶﾚｯｼﾞ),ｷﾞｬｯﾌﾟﾀｰﾑ(2,3 月)3 年
生希望者短期留学の検討に入る｡ 

○中教審答申報告を受け,21 世紀型教育(双方
向型授業(PIL/PBL))への研究･実践について,
現在進めている学習全般でのｷｬﾘｱ教育とと
もに充実する｡ 

○普通ｺｰｽ併願優遇措置対象者に対し,さらに
進路指導充実を図り,第一志望へ進学できる
学校とする｡ 

○本校がある杉並和泉地区公立小中一貫校(杉
並和泉学園)との更なる連携強化｡ 

 
【社会貢献・環境活動】 
 ○杉並和泉地区小中一貫校ｸﾞﾗｳﾝﾄﾞ建設のため,

本校施設を貸し出す。 
 
【経営・人事(管理運営・人件費)】 
○入試改革の推進 
○教員組織の構成の適正化 
・中･長期的な計画採用,専任教員と非常勤講師

のﾊﾞﾗﾝｽの適正化｡ 
 

【施設設備】 
 ○3号館防火戸新設工事及び校舎防火戸改修工 
  事 
 
【財政・各種基金(引当資産)】 
○財政基盤の確立 
○事業資金の確保 
○収入改善策の実行 
 

○藤沢高等学校, 藤沢中学校共通                   
【教育研究】 
○基本的生活習慣の指導 
○国際感覚の育成 
 

【社会貢献・環境活動】 
 ○課外活動･社会貢献の推進 
 

 

○藤沢高等学校                         
【教育研究】 
 ○基礎学力の養成と大学進学率の向上 
 

○藤沢中学校                     
【教育研究】 
 ○農業体験の実施 
 

○藤沢小学校                            
【教育研究】 
 ○併設小学校の設立･募集･教育  
 

○豊山高等学校, 豊山中学校共通    

【教育研究】 
○中高 6か年一貫ｼｽﾃﾑの推進 
・新校舎竣工後,中学の学則定員を 240 名とし,

中高一貫教育校併設型を実施する｡ｷｬﾘｱ教育
を軸とし,目標を持った生徒を育成する｡ 

○教育･研究活動の推進  
  ・自己点検･自己評価を踏まえ,各教科の研究授

業の充実と検証を行い,その成果を紀要に掲
載し,各教科の教授法等指導体系を確立す
る｡ 

○学力向上推進ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ  
・英語科の自学習教材の開発と提供｡ 
・数学科教授法の実践｡ 
・ｻﾌﾟﾘﾒﾝﾀﾙﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑの取組｡ 
 

【社会貢献・環境活動】 
○本校生徒による近隣小学校児童との交流  
・近隣の青柳小学校との交流｡  
○ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ活動の推進 
・通学路の交通整理活動,募金活動,学祖墓所清

掃等｡ 
○施設の貸出し     
・ﾌﾟｰﾙ･体育館等｡ 
○防災対策 
・大規模災害等不測の事態に備えた防災活動及  

び普通救命講習の開催｡ 
○環境教育における他校との連携  
・生徒及び教員が環境体験学習の活動成果を意

見交換する｡ 
 
【経営・人事(管理運営・人件費)】 
○志願者増対策及び広報活動の拡充 
・学校説明会及び募集広告等の見直し,近県･都

下をﾀｰｹﾞｯﾄとする広報活動の展開｡ 
○適正な教員採用 
・定年退職を迎える専任教員が多数いるため後

任補充の適切な人員配置を行う｡ 
 

【施設設備】 
○ｷｬﾝﾊﾟｽ整備事業 
・地下 2 階地上 11 階(延床面積 25,408.55 ㎡)
を新築完成｡4月から,3号館･4号館･5号館･6
号館を解体し,校庭整備｡ 

 

○豊山高等学校                          
【教育研究】 
○生産工学部との高大連携教育推進       
・学部入学内定者が与えられた課題を本校内で

行う形式により履修する｡課題評価により入
学後に単位認定｡ 

○経済学部との高大連携教育推進        
・学部進学希望者(高 1～高 3)が同学部へ出向
き講座を受講し,入学後に単位認定｡ 

・通年型(4 月～3月)｡ 
・後期型(9 月～3月)｡ 
○法学部との高大連携教育推進         
・学部進学希望者(高 1～高 3)が,同学部へ出向

き指定講座を受講し,入学後に単位認定｡ 
 
【社会貢献・環境活動】 
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○同窓会との連携                
○地域社会との連携               
・交通安全ｷｬﾝﾍﾟｰﾝ活動,文京福祉ｾﾝﾀｰ祭への参 
 加｡ 

 

○豊山中学校                                
【教育研究】 
○第 3学年に特進ｸﾗｽを 1 ｸﾗｽ設置 
 

【経営・人事(管理運営・人件費)】 
○学校説明会の実施方法等の見直し 
 

○豊山女子高等学校，豊山女子中学
校共通                       
【経営・人事(管理運営・人件費)】 
 ○ｽｸｰﾙﾊﾞｽの充実 
・赤羽駅と本校間のｽｸｰﾙﾊﾞｽは毎年,利用者数に

応じて便を用意し,現在は6～7便となってい
る｡平成19年 4月からは練馬駅(西武線等)と
本校間に新路線を開設し,2～3 便を運行して
さらに充実を図っている｡ 
 

【財政・各種基金(引当資産)】 
 ○経済状況を勘案し,収支改善に向けて,学費

の値上げを実施する｡ 
○ｽｸｰﾙﾊﾞｽ委託料の値上げに伴い,利用者から
徴収する金額の値上げを実施する｡ 

 

○豊山女子高等学校                                  
【教育研究】 
 ○海外語学研修 
・高校 1･2 年生対象に 7･8 月の夏季休暇の 18
日間ｶﾅﾀﾞｾﾝﾄ･ﾏｰｶﾞﾚｯﾄｽｸｰﾙにて語学研修を実
施する｡ 

○基礎学力の充実･理数科の充実 
・放課後学習を実施する｡ 
・平常時補習を 1年次から実施する｡ 
・理数科課題研究における数学･理科の少人数
ｸﾞﾙｰﾌﾟ研究を実施する｡ 

○TOEIC 講座の実施 
・平常時補習時に全学年を対象に, TOEIC 講座
を実施する｡ 

○ｷｬﾘｱ教育の充実 
・大原簿記学校講師による各種資格講座と職業

選択に係る講演を実施する｡ 
 

○豊山女子中学校                    
【教育研究】 
 ○新教育課程の実施 
・主要 5教科の授業時間を確保し,さらに国語,

数学及び英語の授業時間を増加し,基礎学力
の充実を図る｡数学,英語では少人数制の授
業を実施する｡英語ではﾈｲﾃｨﾌﾞによるTT授業
を実施する｡ 

・総合的な学習の時間･内容の充実を図り,情報,
英会話,茶道を実施する｡ 

 

○三島高等学校，三島中学校共通              
【社会貢献・環境活動】 

 ○ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ活動  
・日本赤十字献血への協力,銀杏並木を清掃す
る｡ 

○地域社会との連携  
・三島夏まつりの「みしまｻﾝﾊﾞ」に参加する｡ 
○環境問題への取組 
・省ｴﾈ,節電,ｺﾞﾐの分別及び古紙等資源再利用,

ｴｺｷｬｯﾌﾟ運動に参加する｡ 
 

【経営・人事(管理運営・人件費)】 
○生徒募集の強化  
・多様な学校説明会(本校開催･地区別開催･進
学塾対象)及び学校訪問を実施する｡ 

○教員の計画的採用  
・中長期的に定年退職者及び生徒数等を踏まえ,

計画的に専任及び兼任教員を採用する｡ 
 

【施設設備】 
 ○総合体育館新築工事  
・老朽化した体育館 3 棟と食堂･講堂棟に替わ
り,これらの機能を集約した総合体育館を新
築する｡ 

○14 号館空調設備改修工事 
・14 号館の空調設備を改修し,授業等の教育環
境の整備を行う｡ 

 

○三島高等学校                            
【教育研究】 
 ○国際化教育の推進  
・国際ｸﾗｽ生徒の外留学及び豪州からの留学生
受入れ,海外語学研修の実施,国際関係学部
との高大連携教育を推進する｡ 

○進路指導の充実 
・日本大学や他の私立大学,国立大学等多様な
ﾆｰｽﾞに対応する進路ｶﾞｲﾀﾞﾝｽを実施する｡ 

○奨学金制度の充実 
・現行の後援会奨学金制度を PR し優秀な生徒
を確保する｡ 

 

○三島中学校                     
【教育研究】 
○外国語教育の充実  
・英語検定試験資格の取得推進,ﾈｲﾃｨﾌﾞｽﾋﾟｰｶｰ
の職員室配置,英語教育国内合宿,欧州修学
旅行を実施する｡ 

○きめ細かな学習指導の実践  
・少人数ｸﾗｽによる英語,数学の授業を実施する｡

また,学習到達度別の補習を実施する｡ 
 

○明誠高等学校                         
【教育研究】 
○英会話授業における実践指導  
・ﾈｲﾃｨﾌﾞｽﾋﾟｰｶｰによる英会話授業を実践する｡ 
○教員の資質向上･教科指導の充実化学習支援
体制の確立 

○漢字検定及び TOEIC Bridge の実施 
○魅力ある学校づくりと社会的評価の向上 
○2学期制から 3学期制への移行 

 
【社会貢献・環境活動】 
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 ○地元主催音楽祭等への吹奏楽部参加 
○｢ｵｵﾑﾗｻｷ飛ばそう会｣への協力 
○学校施設の開放 
○生徒会募金活動による天災被災地への支援 
○ｸｰﾙﾋﾞｽﾞの実施や冷暖房の温度抑制など､CO2
排出削減に努める 

○｢ｸﾘｰﾝｷｬﾝﾍﾟｰﾝ(校内外美化活動)｣の実施と環
境保護の指導徹底 

○生徒会によるﾍﾟｯﾄﾎﾞﾄﾙｷｬｯﾌﾟ回収活動の実施 
 
【経営・人事(管理運営・人件費)】 
○生徒募集対策ﾘｻｰﾁ委託 
・学校運営の専門家に調査を依頼する｡ 
○健全な経営基盤確立のため募集定員以上の
確保 

○広報活動の充実 
・学校案内及び学校紹介 DVD の制作｡ 
・学校ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞの充実(毎日更新)｡ 
○教育内容に影響を及ぼさない範囲で教育の
質を維持しつつ,ｺｽﾄ管理を徹底する｡ 

○教員採用長期計画 
 
【施設設備】 
 ○ｷｬﾝﾊﾟｽ整備計画の検討 
○講堂兼体育館耐震補強工事 
・講堂兼体育館を補修･耐震補強する｡ 
○家庭科実習室改修工事 
・平成 27 年度から開始される家庭科の授業の
ため経年劣化した設備を更新する｡ 

○教員用ﾊﾟｿｺﾝ購入 
・ﾉｰﾄﾊﾟｿｺﾝ 17 台,ﾃﾞｽｸﾄｯﾌﾟﾊﾟｿｺﾝ 2 台を購入す
る｡ 

 
【財政・各種基金(引当資産)】 
○予算計上の案件についても,執行時に再検討
を行い,優先順位に基づく執行を図る｡ 

○入学者確保による財政基盤の安定を図る｡ 
○新校舎建設資金の積立て 

 

○山形高等学校           
【教育研究】 
○収容定員の変更 
○ｸﾗﾌﾞ活動の充実 
○教員の資質向上の推進 
○学力向上対策ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄの設置 
○きめ細やかな学習指導の推進 
○高大連携教育の推進 
○生徒支援の推進 
 

【社会貢献・環境活動】 
○地域社会･同窓会･校友会との連携 
○ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ活動の推進 
○環境への取組等 
 

【経営・人事(管理運営・人件費)】 
○新教務ｼｽﾃﾑの構築 
○新就業ｼｽﾃﾑの導入 
○危機管理への対応･対策 
○障害者雇用の推進 
○広報活動推進による大学志願者数増 

○特別支援教育事業の推進 
○学校説明会及び入試相談会の推進 
○生徒の希望進路実現の推進 
○新規教員の採用等 
 

【施設設備】 
 ○ﾃﾞﾏﾝﾄﾞ監視装置の導入 
 
【財政・各種基金(引当資産)】 
○財政基盤の確立 
○学生生徒納付金の収入確保 

 

○習志野高等学校                          
【教育研究】 
○CST,GA,NP 各ｺｰｽの設置 
・平成 18年度入学生から従来の文系･理系に加

えて,CST(日本大学理工学部進学)ｺｰｽ,GA(総
合進学)ｺｰｽ,NP(国公立進学)ｺｰｽを設置した｡
更にｺｰｽの特色を生かした授業への取組を行
う｡ 

 
【社会貢献・環境活動】 
○ｺﾞﾐの減量対策啓蒙運動 
・学校行事及び生徒会活動の中で,生徒にｺﾞﾐの

減量･資源の再利用について啓蒙活動を行っ
ている｡平成27年度においても同様に生徒へ
の啓蒙活動を行う｡ 

○地球温暖化防止への取組 
・ｸｰﾙﾋﾞｽﾞ,ｳｫｰﾑﾋﾞｽﾞの導入｡ 
・冷房温度 28℃以上,暖房温度 20℃以下の温度

設定管理の励行｡ 
・空調設備の中央制御化による温度設定管理の

一元化｡ 
・建物の断熱化｡ 

 
【経営・人事(管理運営・人件費)】 
 ○広報活動ほかの活発化 
・予算編成基本方針及び予算編成留意事項に基

づき,ｺｽﾄﾊﾞﾗﾝｽのとれた財政の実現を目指し
た予算編成を行う｡また,志願者を増やすた
め更に積極的に広報活動を行う｡具体的には
千葉県内で実施される進学相談会への参加
だけでなく,学習塾や中学校にも積極的に接
触を図る｡ 

○教員の新規採用 
・若手教員の採用を促進し,教員の年齢構成を
ﾊﾞﾗﾝｽよくすることによって効率的な人件費
の支出を図る｡ 

 
【施設設備】 
○習志野高等学校体育館屋根･外壁･外窓改修
工事 

○(旧)習志野高等学校部室棟改修工事 
・部室棟･部室棟外階段の改修｡ 
○船橋校地の建築基準法に基づく敷地分割 
・敷地境界確定｡ 
・建築基準法に基づく敷地分割の確定｡ 
○校舎の耐震計画 
・耐震診断の実施｡ 
・既存施設の耐震･免震工事実施｡ 
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・新築施設への地震対策｡ 
 
【財政・各種基金(引当資産)】 
○予算の効率的執行･運用 
・限られた財源を考慮して学校運営に当たるた

め,従来にも増して予算制度の基本に立ち,
経費全体の徹底した見直しを図った上で,ｺｽ
ﾄﾊﾞﾗﾝｽを重視し,効果的かつ実行確実性のあ
る予算編成に努める｡ 

 

○東北高等学校                 
【教育研究】 
 ○学習･学生生活の支援 
・東日本大震災及び福島原発事故に係る学費の

特別措置(本部)の実施｡ 
○学生生活環境の安全･安心の確保 
 

【経営・人事(管理運営・人件費)】 
 ○入試広報の充実 
 
【施設設備】 
 ○新校舎建設の早期実現 
 
【財政・各種基金(引当資産)】 
 ○本部の総合運用制度の積極的活用 
○財政基盤の強化 
 

○日本大学幼稚園                          
【教育研究】 
○幼児の発達上の困難と課題への対応の重要
性から専門家を交えた｢幼児教育と発達｣に
関する研修実施と実践の充実を図る｡ 

○運動･音楽療法(ﾍﾙｽﾘｽﾞﾑｽ)及び操作的造形的
活動を感覚統合教育の視点から深める｡ 

○幼児が保育者と共に畑づくりを手掛け,季節
毎の野菜等を栽培し育てることで,収穫の楽

しみや喜びを友達や周囲の大人と分かち合
う｡ 

 
【社会貢献・環境活動】 
○地域防災計画への参画 
○各種子育て支援(日常における各種相談･ｱﾄﾞ
ﾊﾞｲｽの実施,春季･夏季休暇期間中の開催,通
常保育後の預かり保育の実施) 

○発達の専門家を招いて在園児や地域の未就
園児をもつ父母を対象に,子育てに関する講
演会を定期的に実施｡ 

 
【経営・人事(管理運営・人件費)】 
○志願者増加を図り,保育後 3 時間の預かり保
育を実施 

○春季･冬季休暇期間中の預かり保育の実施 
○人件費削減を目指した教職員採用計画の見
直し 

・教員採用計画の見直し｡ 
・事務職員の定期的な異動｡ 

 
【施設設備】 
○園内施設設備等老朽化に伴う修繕 
○園舎建設と仮設園舎施設･用地の借用 

 
【財政・各種基金(引当資産)】 
○預かり保育実施に伴う収入源の確保と補助
金獲得 

○3才児ｸﾗｽのﾃｨｰﾑ保育実施に伴う補助金獲得 
○園内の安全対応能力向上の取組実施による
補助金獲得 

○園内の事故対応能力向上の取組実施による
補助金獲得 

○近隣地域中学生の保育職場体験受入れに伴
う補助金獲得 

 

病院等 
 

○日本大学病院                       
【教育研究】 
○専修医の増員 
○看護師のｽｷﾙｱｯﾌﾟ 
○医療安全管理の強化 
○私立医科大学協会主催の庶務,経理,用度,医
事研究会の参加 

 
【社会貢献・環境活動】 
○市民公開講座を定期的に開催 
○AED･心肺蘇生講習会の開催 
○ちよだこども救急室の開設 
○省ｴﾈ対策の強化 
○廃棄物分別の徹底 

 
【経営・人事(管理運営・人件費)】 
○電子ｶﾙﾃｼｽﾃﾑの導入 
○7対 1看護体制の維持 
○患者未収入金回収事業 

○経費の削減 
○一次,二次救急の積極的な受入れ 
○地域医療連携の強化 
○ｾｶﾝﾄﾞｵﾋﾟﾆｵﾝ,特別診察の開始 
○後方病院の確保 
○専門外来の設置 
○全土曜日診療体制 
 

○医学部付属板橋病院                         
【教育研究】 
○専修医･研修医制度の充実(専修医･専修指導
医の増員) 

○充実した初期臨床研修ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑの提供,ﾌﾟﾛｸﾞ
ﾗﾑの見直しを図る 

○看護に求められる臨床研修の充実 
○臨床検査技師の研修の充実｡以下の研修･学
会での発表の義務化 

・東京都臨床検査技師会研修会 
・国公私立大学検査技師研修会 
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・私立大学病院検査技師長会教育ｾﾐﾅｰ 
・日本臨床検査技師会医学検査学会,日本細胞
診学会,日本病理学会,日本超音波学会,循環
器学会,消化器肝臓学会など 

○薬剤師の研修充実並びにがん専門薬剤師,救
急認定薬剤師等の育成 

○ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ部門の充実(理学療法士,作業療
法士の補強) 

○がん診療拠点病院の充実 
○二次救急医療の充実 
○医療安全管理の充実 
○臨床研究推進ｾﾝﾀｰの充実 
 

【社会貢献・環境活動】 
 ○大学病院の地域貢献 
・救命救急ｾﾝﾀｰの取扱い患者数は毎年都内ﾄｯﾌﾟ

ｸﾗｽ｡ 
・こども救命ｾﾝﾀｰとｽｰﾊﾟｰ周産期ｾﾝﾀｰ両方の指
定を受けている医療機関は当院のみ｡ 

・高度救急医療の最後の砦としての機能を果た
している｡ 

○医療安全の充実,院内感染対策の体制強化 
○各拠点病院認定に伴う公開講座の開設 
○医師による国際学会における発表の推進と
その支援 

○JICA などを介して海外医療従事者の研修の
受入れ 

○国内における講習会,治験説明,啓発事業な
どでの招聘要請に対する職員の派遣 

○地域医療機関,医師会と本病院において外来
化学療法の充実と地域連携ﾊﾟｽ(各種がん,脳
卒中,糖尿病等)への取組の連携を図る 

○省ｴﾈ対策の強化 
○廃棄物分別の徹底 

 
【経営・人事(管理運営・人件費)】 
○医療情報課の機能強化の検討 
○電子ｶﾙﾃｼｽﾃﾑの充実                 
・診療情報を一元管理することにより医療の質

の向上が図れ,安定した病院機能を維持する
ことができる｡ 

○経費の削減 
・消耗品,医療材料費等の削減を図る｡ 
○7 対 1 看護体制の維持 
・看護師の安定的採用により,7 対 1 看護体制
を維持する｡ 

○患者未収入金回収事業 
・弁護士事務所による患者未収入金回収事業｡ 

○患者用電動ﾍﾞｯﾄﾞの購入 
・老朽化したﾍﾞｯﾄﾞを毎年度更新｡平成 27 年度
は 20台購入予定｡ 

○特定機能病院の特徴を生かした高度先進医
療への取組｡ 

○専門診療体制への取組｡ 
○ｾｶﾝﾄﾞｵﾋﾟﾆｵﾝ制度への対応 
○診療環境の改善｡ 
○地域医療機関との連携の充実･強化｡ 
○ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞの充実｡ 
○地域への情報発信｡ 
○国の医療政策として挙げられている 5 疾病
(がん,脳卒中,急性心臓疾患,糖尿病,精神疾
患)及び 5事業(小児医療,救急医療,災害医療,
周産期医療等)の各基幹あるいは中核病院認
定に向けた院内整備｡ 

○変革する医療制度への対応 
・医療連携ｾﾝﾀｰの機能充実｡ 
・総合診療科の充実による医療機関としての機

能･役割｡ 
・地域がん診療連携拠点病院,東京都小児がん
診療病院として｢医療機関に対する研修制
度｣,｢がん等の治療成績情報の管理｣,｢緩和ｹ
ｱの充実｣,｢患者相談の対応｣等の更なる充実
を図る｡ 

・災害拠点病院としての機器の整備を図る｡ 
・院内通信設備(PHS の充実)による 7 対 1 看護
体制の下,情報伝達の向上と医療安全の向上
を図る｡ 

○自由診療項目の開始 
○高度先進医療の推進 
○病棟薬剤業務実施加算の請求 
○薬剤管理指導業務を全ての病棟で実施 

 

○歯学部付属歯科病院                     
【社会貢献・環境活動】 
○医療連携部を中心に地域医療機関や同窓会
との更なる連携を図る 

○三島高度歯科医療ｾﾝﾀｰの開設 
 

【経営・人事(管理運営・人件費)】 
 ○医療収入の増収 

○病院経費の削減と業務の効率化 
 

○松戸歯科病院                    
【施設設備】 
○排水処理施設改修工事 

 

本部 
 
【教育研究】 
 ○留年者や退学者等に対するｹｰｽに応じたきめ

細やかな支援 
 ○｢社会の安全｣と｢ｽﾎﾟｰﾂ振興｣に寄与する危機

管理学部･ｽﾎﾟｰﾂ科学部開設の推進と1 ｷｬﾝﾊﾟｽ
2 学部制の効率的運用に向けた検討の推進 

 ○｢全学共通教育ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ｣(仮称)の構築を含む
｢日本大学版教育ｽﾀﾝﾀﾞｰﾄﾞ｣の段階的実施 

・全学共通初年次教育科目｢自主創造の基礎 1｣

の導入及び学内外への浸透策の展開並びに
効果的かつ持続的な実施に係る検討｡ 

・｢全学共通教育ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ｣(仮称)の構築に向け
た具体的な検討｡ 

○教育の質向上を目的とするFD活動の全学的･
組織的推進 

・日本大学におけるﾌｧｶﾙﾃｨ･ﾃﾞｨﾍﾞﾛｯﾊﾟｰ(FDer)
の在り方の検討(FD 推進ｾﾝﾀｰ基本計画〔中期
計画〕:平成 25年度～平成 27年度)｡ 
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・学生参画型 FD 活動の整備･強化(FD 推進ｾﾝﾀｰ
基本計画〔中期計画〕:平成 25年度～平成 27
年度)｡ 

・FD を広義に捉えた｢高等教育開発ｾﾝﾀｰ｣(仮称)
としての活動に向けた諸事業の持続的な展
開(FD 推進ｾﾝﾀｰ基本計画〔長期計画〕:平成
23 年度～平成 27 年度)｡ 

・FD 等教育開発･改善活動に関する調査の実
施｡ 

・FD 等教育開発推進関連組織に関する調査研
究の実施｡ 

・日本大学における FDer の在り方に関する調
査研究の実施｡ 

・日本大学における学生参画型 FD 活動に係る
調査研究｡ 

・｢学生 FD ｻﾐｯﾄ 2016 春｣･｢日本大学 学生 FD 
CHAmmiT 2015｣の企画･開催｡ 

・全学 FD ﾜｰｸｼｮｯﾌﾟ 2015 の企画･開催｡ 
・全学 FD ｼﾝﾎﾟｼﾞｳﾑ 2015 の企画･開催｡ 
・『日本大学 FD ｶﾞｲﾄﾞﾌﾞｯｸ』(2016 年度版:学生
編･教職員編)の発行に向けた企画･編集｡ 

・｢日本大学 FD NEWSLETTER｣(第 8 号･第 9 号)
の企画･編集｡ 

・『日本大学 FD研究』(第 4号)の編集ほか｡ 
○交換留学先の拡大          
○認定留学制度の創設 
○卒業前教育の実施 
○認定こども園開設の推進 
○大学院ﾊﾟﾝﾌﾚｯﾄ(日英併記版)の制作 
○全学部学生対象のｷｬﾘｱ教育及び就職支援ｲﾍﾞ
ﾝﾄの開催 

○日本大学公務員試験支援ｾﾝﾀｰ主催講座にお
ける三崎町ﾌﾞﾗﾝﾁでの新規講座開設及び総合
職合格支援ｺｰｽの支援体制の充実 

○全学文化行事(NU 祭) 
○日本大学体育大会 
○日本大学本部所属学生団体活動 
○奨学金の充実 
○学生の自殺を予防するための教職員への啓
発 

○創立関係者についての小冊子の刊行 
○全学的横断的研究の推進 
○学外研究費の獲得支援,共同研究組織構築の
推進 

○日本大学学術研究助成金の実施 
○理事長特別研究の実施 
○学長特別研究の実施 
○私立大学戦略的研究基盤形成支援事業の実 
 施 
○研究力の広報活動推進の実施 
○研究費適正使用の徹底を図る取組の実施 
○適正な研究活動の徹底を図る取組の実施 
○産官学連携による競争的研究資金の獲得と
受託･共同研究の推進による研究活動の促進 

○日大 WAN(広域ﾈｯﾄﾜｰｸ)運用･管理 
○統一認証ｼｽﾃﾑの運用･管理 
○遠隔授業の実施 
○次期全学共通図書館ｼｽﾃﾑの運用･管理 
○電子ｼﾞｬｰﾅﾙ･ﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽ及び電子ﾌﾞｯｸの導入･ 
有効活用 

○ｽﾎﾟｰﾂ分野における高大連携事業 

 
【社会貢献・環境活動】 
○大学史に関する企画展示の開催 
○学部が所在する地域における産官学連携の
促進による地域社会への貢献 

○研究推進や技術移転への活用可能性を重視
した研究成果の権利化及び権利の維持管理
による効率的･効果的な知的財産活動の推進 

○学内における研究･産官学連携等に関する啓
発活動の実施 

○学内における産学連携活動に係る利益相反ﾏ
ﾈｼﾞﾒﾝﾄの適正な運用 

 
【経営・人事(管理運営・人件費)】 
 ○｢1 学部の発想｣から｢全学的な視野｣への転換

を機軸とした施設設備,情報,ｻｰﾋﾞｽ,物,人,
財政等の資源の共有化の推進 

 ・隣接する学部間の校舎等の共有化｡ 
 ・教職員の人的な相互活用｡ 
 ・共同調達による経費削減｡ 
 ・未利用地の有効活用｡ 
 ○学校教育法改正に伴う新たな大学ガバナン

ス体制の構築･運用に係る諸規程整備 
 ○付属高等学校･中学校外部評価の実施 
 ○危機管理体制の強化 
○N方式の更なる拡充 
○新付属推薦入試制度の推進 
○会計業務の効率化 
○ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞでの理解しやすい財務情報の公開 
○日本大学公務員試験支援ｾﾝﾀｰ主催行事関連
学生情報管理ｼｽﾃﾑ(NU 公務員ｼｽﾃﾑ)の機能拡
充 

○創立130周年に向けた大学ﾌﾞﾗﾝﾃﾞｨﾝｸﾞ及び多
面的情報発信の実施 

・各種看板広告等による広報活動｡ 
・新聞･雑誌の企画広告による広報活動｡ 
・ﾃﾚﾋﾞ･ﾗｼﾞｵ等による広報活動｡ 
○日本大学公式ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞｺﾝﾃﾝﾂ最適化かつ充実 
 化 
○｢日大ﾃﾚﾋﾞ｣の番組制作･配信 
○外部ﾃﾞｰﾀｾﾝﾀｰ及びﾈｯﾄﾜｰｸ上の仮想ｻｰﾊﾞ利用
(ｸﾗｳﾄﾞ)を活用した情報ｼｽﾃﾑの管理 

○統一仮想環境,統一ﾊﾞｯｸｱｯﾌﾟｿﾘｭｰｼｮﾝの新規
構築 

○情報共有ｼｽﾃﾑ｢事務の友｣ﾘﾆｭｰﾕｰｱﾙ 
○情報機器端末及びｿﾌﾄｳｪｱの適正な運用管理 
○情報ｾｷｭﾘﾃｨﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄｼｽﾃﾑ(ISMS)認証の維持･
運用 

○｢ｽﾎﾟｰﾂ日大｣ﾊﾟﾝﾌﾚｯﾄの作成 
○｢ｽﾎﾟｰﾂ日大｣ｽﾏｰﾄﾌｫﾝ向けｱﾌﾟﾘｹｰｼｮﾝの制作 
○日本大学病院の経営指導管理 
○附属病院の診療報酬請求等に係る指導管理 
 

【施設設備】 
○目黒(東が丘)学生寮(仮称)の設置 
○郡山学生寮(仮称)の設置 
○東京都稲城市に学生寮の建設をするための
設計 

○ﾃﾆｽ部学生寮新築工事 
○稲城校地運動部第 2学生寮新築工事 
○稲城校地ｸﾞﾗｳﾝﾄﾞｻｯｶｰ場改修工事 
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【財政・各種基金(引当資産)】 
○日本大学創立 130 周年記念事業募金 
○収支均衡の実現 
○過去の決算の検証に基づく効率的な予算配
分の徹底 

○受配者指定寄付金制度や税制控除制度の 
周知による募金活動の積極的な推進 

○補助金等競争的資金の積極的獲得に向け 
た情報発信 

○資金の効率的運用に資する総合運用資金 
制度の積極的活用 

○本部の収支改善へ向けた効率的な予算配分
の徹底 
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４　平成２７年度予算

　①平成 27 年度　資金収支予算書

（単位：円）

科　　　　　目

△

△

△

△

△

△

△

△ △

△

△

△

（単位：円）

科　　　　　目

△

△

△

△

△

△

△

△

△ △

△

△

△

地方公共団体補助金収入

平 成 年 月 日 か ら
平 成 年 月 日 ま で

収　入　の　部

予 算 額 前 年 度 予 算 額 増 減

学 生 生 徒 等 納 付 金 収 入

手 数 料 収 入

寄 付 金 収 入

補 助 金 収 入

国 庫 補 助 金 収 入

収 入 の 部 合 計

資 産 売 却 収 入

付 随 事 業 ・ 収 益 事 業 収 入

医 療 収 入

受 取 利 息 ・ 配 当 金 収 入

雑 収 入

借 入 金 等 収 入

前 受 金 収 入

そ の 他 の 収 入

資 金 収 入 調 整 勘 定

当 年 度 収 入 合 計

前 年 度 繰 越 支 払 資 金

教 育 研 究 経 費 支 出

医 療 経 費 支 出

管 理 経 費 支 出

借 入 金 等 利 息 支 出

借 入 金 等 返 済 支 出

翌 年 度 繰 越 支 払 資 金

支 出 の 部 合 計

設 備 関 係 支 出

資 産 運 用 支 出

そ の 他 の 支 出

予 備 費

資 金 支 出 調 整 勘 定

当 年 度 支 出 合 計

施 設 関 係 支 出

支　出　の　部

予 算 額 前 年 度 予 算 額 増 減

人 件 費 支 出

教 育 研 究 経 費 支 出

（注）前年度予算額は，平成 26 年度資金収支予算を，平成 27 年度からの学校法人会計基準改正によって

変更された資金収支科目に置き換えて表示している。



（ 収　入　の　部 ）

学生生徒等納付金収入 (1,048 億 5,585 万円 ) は，授業料，入学金，実験実習料，施設設備資金，教育

充実料及びその他の納付金の収入である。次のグラフは , 平成 27 年 4 月 1 日現在の在籍予定学生生徒等

数 (93,845 名 ) である。

手数料収入 (38 億 9,634 万円 )は，入学検定料，試験料 , 証明手数料及びその他の手数料収入である。

寄付金収入 (42 億 4,247 万円 )は，特別寄付金及び一般寄付金の収入である。このうち，特別寄付金は

用途が指定された寄付金収入であり , 創立 130 周年記念事業募金や，各学部又は各高等学校等が記念事業

等募金として募集している寄付金などが含まれる。

学生生徒等数 (93,845 名 ) 構成図

②資金収支予算の概要

資金収支予算は，当該会計年度の教育・研究その他諸活動に対応するすべての収支内容並びに支払資

金の収支のてん末を明らかにするものである。

平成 27 年度資金収支予算額は，前年度予算比で 128 億円減少の 2,588 億円になった。

前年度予算比での主な増減額・増減事由を見ると，収入の部では，学生生徒等納付金収入が 6 億円の

増収，補助金収入が 23 億円の減収になった。

支出の部では，人件費支出が退職金の減少により 19 億円の支出減，教育研究経費支出が校舎等建設に

係る消耗品購入完了や既存校舎解体終了により 24 億円の支出減，日本大学病院及び部科校での校舎完成

により，施設関係支出が 21 億円，設備関係支出が 68 億円の支出減になった。

- 26 -

大学院

3,064名
(3.26%)

大学（第一部）

65,345名

(69.64%)

大学（第二部）

753名 (0.80%)

大学（通信教育部）

5,900名 (6.29%)

短期大学部･短大専攻科

950名 (1.01%)

専修学校 630名(0.67%)

高等学校

名14,624

(15.58%)

中学校

学生生徒等総数

93,845 名
(100%)

2,346名
(2.50%)

小学校・幼稚園 233名
(0.25%)



補助金収入 (160 億 4,236 万円 ) は，国庫補助金及び地方公共団体補助金の収入である。このうち , 最

も大きな割合を占めているものが国庫補助金の中の私立大学等経常費補助金である。

補助金の推移

（注）平成 26･27 年度は予算額

資産売却収入 (1 億 8,309 万円 )は，施設及び設備の売却収入である。

付随事業・収益事業収入（29 億 1,298 万円）は，補助活動収入，附属事業収入及び受託事業収入である。

医療収入 (481 億 9,565 万円 ) は，医学部・歯学部・松戸歯学部の付属病院における入院収入，外来収

入及びその他の医療収入である。

受取利息・配当金収入（19 億 8,044 万円）は，第 3号基本金引当特定資産運用収入及びその他の受取利息・

配当金収入である。

雑収入 (50 億 5,741 万円 )は，私立大学退職金財団交付金収入，施設設備利用料収入及びその他の雑収

入である。

借入金等収入（142 億円）は，特別施設費等として日本私立学校振興・共済事業団及び市中金融機関か

ら借入れる長期借入金である。
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200
億円

文部科学省・地方公共団体等補助金受入額

私立大学等経常費補助金一般補助受入額

私立大学等経常費補助金特別補助受入額

27年度23年度 24年度 25年度 26年度
私立大学等経常費
 補 助 金 受 入 額 106億円 96億円 100億円 100億円 100億円



教育研究経費支出及び管理経費支出の推移

借入金等利息支出（1 億 6,674 万円）は，日本私立学校振興・共済事業団及び市中金融機関からの借入

金に係る支払利息である。

借入金等返済支出（13 億 4,000 万円）は，日本私立学校振興・共済事業団及び市中金融機関からの借

入金に係る返済額である。

施設関係支出（268 億 9,005 万円）は，土地，建物，構築物及び建設仮勘定の支出で，設備関係支出 （71

億 5,302 万円）は，教育研究用機器備品，管理用機器備品，図書，車両，船舶 ･ 舟艇，教育研究用ソフト

ウェア及び管理用ソフトウェアの支出である。
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（ 支　出　の　部 ）

人件費支出（1,000 億 7,772 万円）は，教員人件費，職員人件費及び退職金の支出である。

教育研究経費支出（598 億 8,848 万円）は，教育・研究等の活動に要する消耗品費，光熱水費，通信費，

印刷費，修繕費及び業務委託費等の経費支出であり，中科目として「教育研究経費支出」と付属病院にお

ける医療（診療）行為に使用する「医療経費支出」に区分表示している。

管理経費支出（72 億 8,798 万円）は，法人業務・管理業務に伴う消耗品費，光熱水費，通信費，印刷費，

修繕費及び業務委託費等の経費支出である。

（注）平成 26･27 年度は予算額

591

574 570

623

599億円

550

575

600

625

650

445
437 432

482

462億円

425
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475
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146
137 138 141 137億円
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教育研究経費支出（大科目）

教育研究経費支出（中科目）

医療経費支出（中科目）

管理経費支出

億円



活動区分資金収支は，学校法人会計基準の改正により , 平成 27 年度決算より作成が義務付けられる計

算書であり , 資金収支を「教育活動」・「施設整備等活動」・「その他の活動」に区分し，活動区分ごとの資

金の流れを明らかにするものである。

平成 27 年度予算では，教育活動資金収支差額は 172 億円の収入超過，施設整備等活動資金収支差額は

309 億円の支出超過になり，合計は 137 億円の支出超過になった。また，その他の活動資金収支差額は

176 億円の収入超過，予備費を差し引いた当年度支払資金の増減額は 29 億円になった。

平成 27 年度　活動区分資金収支予算

―　活動区分資金収支予算について　―
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１　教　育　活　動　に　よ　る　資　金　収　支 （単位：千円）

２　施　設　整　備　等　活　動　に　よ　る　資　金　収　支

３　そ　の　他　の　活　動　に　よ　る　資　金　収　支

翌 年 度 繰 越 支 払 資 金 35,717,120 

支 払 資 金 の 増 減 額 ③ ＋ ④ － ⑤ 2,895,920 

前 年 度 繰 越 支 払 資 金 32,821,200 

その他の活動資金収支差額（ c ） ＋（ d） ＝④ 17,559,490 

1,000,000 

差 引 （ a ） － （ b ） ＝ （ c ） 17,556,790 

調 整 勘 定 等 （ d ） 2,700 

予 備 費 ⑤

そ の 他 の 活 動 資 金 支 出 計 （ b ） 19,363,910 そ の 他 の 活 動 資 金 収 入 計 （ a ） 36,920,700 

1,980,440 

242,730 373,160 

166,740 受 取 利 息 ・ 配 当 金 収 入

そ の 他 収 入そ の 他 支 出

14,200,000 

17,614,440 20,367,100 

1,340,000 借 入 金 等 収 入

そ の 他 の 引 当 特 定 資 産 等 取 崩 収 入

教 育 活 動 資 金 収 支 差 額 ＋
施設整備等活動資金収支差額①＋②＝③

△ 13,663,570 

差 引 （ A ） － （ B ） ＝ （ C ） △ 31,547,750 

調 整 勘 定 等 （ D ） 635,090 

予　算　額

2,595,320 

施 設 整 備 等 活 動 資 金 収 支 差 額
（ C ） ＋ （ D ） = ②

△ 30,912,660 

施設整備等活動引当特定資産取崩収入

施 設 設 備 寄 付 金 収 入施 設 関 係 支 出

設 備 関 係 支 出

施設整備等活動引当特定資産繰入支出

184,510,830 

48,195,650 

5,057,410 雑 収 入

医 療 収 入

教 育 活 動 資 金 支 出 計 （ イ ） 167,254,180 教 育 活 動 資 金 収 入 計 （ ア ）

教 育 研 究 経 費 支 出

（ 教 育 研 究 経 費 支 出 ）

15,406,510 

7,287,980 2,912,980 

13,704,800 

3,896,340 

46,183,680 

59,888,480 

4,186,090 寄 付 金 収 入

手 数 料 収 入

付 随 事 業 収 入

経 常 費 等 補 助 金 収 入（ 医 療 経 費 支 出 ）

管 理 経 費 支 出

100,077,720 104,855,850 学 生 生 徒 等 納 付 金 収 入人 件 費 支 出

 科　　　　目 予　算　額  科　　　　目 予　算　額

教育活動資金収支差額（ウ） + （エ）＝① 17,249,090 

26,890,050 

 科　　　　目 

差 引 （ ア ） - （ イ ） ＝ （ ウ ） 17,256,650 

調 整 勘 定 等 （ エ ） △ 7,560 

 科　　　　目 予　算　額

 科　　　　目 予　算　額  科　　　　目 予　算　額

借 入 金 等 返 済 支 出

そ の 他 の 引 当 特 定 資 産 等 繰 入 支 出

借 入 金 等 利 息 支 出

56,380 

7,153,020 635,850 

100,000 183,090 

1,720,000 

施 設 整 備 等 活 動 資 金 支 出 計 （ B ） 34,143,070 施 設 整 備 等 活 動 資 金 収 入 計 （ A ）

施 設 設 備 売 却 収 入

施 設 設 備 補 助 金 収 入
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　③平成 27 年度　事業活動収支予算書

（単位：円）

科　　　　　目

【 教 育 活 動 収 支 】

学 生 生 徒 等 納 付 金

手 数 料

寄 付 金

経 常 費 等 補 助 金 △

付 随 事 業 収 入 △

医 療 収 入 △

雑 収 入 △

教 育 活 動 収 入 計 △

人 件 費 △

教 育 研 究 経 費 △

（ 教 育 研 究 経 費 ） △

（ 医 療 経 費 ） △

管 理 経 費

徴 収 不 能 額 等 △

教 育 活 動 支 出 計 △

△

【 教 育 活 動 外 収 支 】

受 取 利 息 ・ 配 当 金

教 育 活 動 外 収 入 計

借 入 金 等 利 息

教 育 活 動 外 支 出 計

△

△

【  特  別  収  支  】

資 産 売 却 差 額

そ の 他 の 特 別 収 入

特 別 収 入 計 △

資 産 処 分 差 額 △

特 別 支 出 計 △

△ △

△ △ △

△ △ △

△ △

△ △

(　参　　　　　　考　)

翌 年 度 繰 越 収 支 差 額

事 業 活 動 収 入 計

事 業 活 動 支 出 計

当 年 度 収 支 差 額

基 本 金 組 入 額 合 計

当 年 度 収 支 差 額

前 年 度 繰 越 収 支 差 額

基 本 金 組 入 前
△

　
収
入
の
部

　
事
業
活
動

支
出
の
部

事
業
活
動

特 別 収 支 差 額

予 備 費

経 常 収 支 差 額

収
　
入
　
の
　
部

事
　
業
　
活
　
動

支
　
出
　
の
　
部

事
　
業
　
活
　
動

教 育 活 動 収 支 差 額

増 減

収
入
の
部

事
業
活
動

支
出
の
部

事
業
活
動

教 育 活 動 外 収 支 差 額

平 成 年 月 日 か ら
平 成 年 月 日 ま で

区　分 予 算 額 前 年 度 予 算 額

（注）前年度予算額は，平成 26 年度消費収支予算を，平成 27 年度からの学校法人会計基準改正によって

変更された事業活動収支に置き換えて表示している。



④事業活動収支予算の概要

事業活動収支予算は，当該会計年度の教育・研究その他諸活動を「教育活動収支」・「教育活動外収支」・

「特別収支」に区分し，活動区分ごとの事業活動収入及び事業活動支出の内容並びに基本金組入額を含め

た収支の均衡状態を示すものである。

（ 教 育 活 動 収 支 差 額 ）

教育活動収支差額（4 億 6,643 万円）は，学校法人の教育活動に係る収支状況を表しており，教育活動

収入から教育活動支出を差し引いた額である。 

（ 教 育 活 動 外 収 支 差 額 ）

教育活動外収支差額（18 億 1,370 万円）は，財務活動など学校法人の教育活動以外の経常的な活動に

係る収支状況を表しており，教育活動外収入から教育活動外支出を差し引いた額である。

（ 経 常 収 支 差 額 ）

経常収支差額（22 億 8,013 万円）は，学校法人の経常的な活動に係る収支状況を表しており，教育活

動収支差額と教育活動外収支差額の合計である。

（ 特 別 収 支 差 額 ）

特別収支差額（△ 5億 8,013 万円）は，経常的な活動以外の臨時的な活動に係る収支状況を表しており，

特別収入から特別支出を差し引いた額である。

教育活動収支差額の構成
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0 500 1,000 1,500 2,000

教
育
活
動
支
出

教
育
活
動
収
入

億円

学生生徒等納付金
1,049

医療収入
482

その他

160

教育活動収入計　1,845億円

教育活動支出計　1,840億円

教育研究経費（大科目）
790

うち教育研究経費
653

154経常費等補助金

人件費
969

管理経費等 81
うち医療経費

137

教育活動収支差額

5億円



（ 基 本 金 組 入 前 当 年 度 収 支 差 額 ）

　基本金組入前当年度収支差額（7億円）は，経常収支差額と特別収支差額の合計から予備費を差し引い

た額である。

基本金組入前当年度収支差額の構成

- 32 -

0 1,800 1,820 1,840 1,860 1,880億円

事
業
活
動
支
出

事
業
活
動
収
入

うち教育活動収入
1,845

うち教育活動外収入
20

経常収入
1,865

特別収入
9

うち教育活動支出
1,840

うち教育活動外支出 2

経常支出
1,842

特別支出
15

予備費
10

事業活動収入計　1,874億円

事業活動支出計　1,867億円

基本金組入前

7億円
当年度収支差額

（ 基 本 金 組 入 額 ）

　基本金組入額は，学校法人の永続的維持に必要な資産を継続的に保持するために，維持すべきものとし

て組入れた金額である。

基本金には，第 1号基本金から第 4号基本金まで，4種類の基本金がある。

第 1号基本金は，施設設備の整備拡充のために支出する金額であり，平成 27 年度は 230 億円を組入れる。

第 2 号基本金は，施設設備を取得するために，事前に組入れる金額であり，平成 27 年度は新規設定に

係る組入れ額が 1億円であり，第 1号基本金への振替は 15 億円である。

第 3号基本金は，教育・研究活動の維持向上を目的として設定する教育研究基金，奨学基金等の額であ

り，平成 27 年度は 4億円を組入れる。

第 4号基本金は，恒常的な資金の維持のための設定であり，平成 27 年度は組入れを行わない。

（ 当 年 度 収 支 差 額 ）

当年度収支差額（△ 213 億円）は基本金組入前当年度収支差額から基本金組入額を差し引いた額である。



- 33 -

５　財務状況推移及び財務比率の経年（5年）比較

　①財務比率（決算・予算）の推移（平成 23 年度～平成 27 年度）

経 常 収 入

人 件 費

学 生 生 徒 等 納 付 金

借 入 金 等 利 息

経 常 収 入

教 育 研 究 経 費

経 常 収 入

管 理 経 費

経 常 収 入

補 助 金

事 業 活 動 収 入

基 本 金 組 入 前
当 年 度 収 支 差 額

事 業 活 動 収 入

事 業 活 動 支 出

事業活動収入－基本金組入額

固 定 資 産

純 資 産

固 定 資 産

純 資 産 ＋ 固 定 負 債

流 動 資 産

流 動 負 債

総 負 債

総 資 産

総 負 債

純 資 産

繰 越 収 支 差 額

負 債 ＋ 純 資 産

27年度
予算

25年度
決算

26年度
予算

△ 24.9  △ 0.2  

事   業   活   動   収   支   計   算   書   財   務   比   率   の   推   移

名         称 算             式
23年度
決算

24年度
決算

（２）人 件 費 依 存 率 ×１００

（１）

（３）借 入 金 等 利 息 比 率 ×１００

人 件 費 比 率
人 件 費

×１００

（４）教 育 研 究 経 費 比 率 ×１００

（５）管 理 経 費 比 率 ×１００

×１００

（８）
基 本 金 組 入 後
収 支 比 率

×１００

（６）補 助 金 比 率

貸   借   対   照   表   財   務   比   率   の   推   移

（７）
事 業 活 動 収 支
差 額 比 率

×１００

（９）固 定 比 率 ×１００

（10）固 定 長 期 適 合 率 ×１００

（11）流 動 比 率 ×１００

（12）総 負 債 比 率 ×１００

（13）負 債 比 率 ×１００

（14）
繰 越 収 支 差 額
構 成 比 率

×１００ △ 36.2  △ 36.9  △ 38.9  

（注）①平成 23 ～ 25 年度決算及び平成 26 年度予算の財務比率は ,平成 27 年度からの学校法人会計基準改正によって変更された財務

比率に置き換えて表示している。

　　 ②平成 23 年度の人件費及び事業活動支出には，文部科学省による退職給与引当金計上基準変更に係る特別繰入額が含まれている。



-
 
3
4
 
-

②資金収支決算・予算の推移（平成 23 年度～平成 27 年度）

１ 学生生徒等納付金収入

２ 手 数 料 収 入

３ 寄 付 金 収 入

４ 補 助 金 収 入

５ 資 産 売 却 収 入

６ 付随事業・収益事業収入

７ 医 療 収 入

８ 受取利息・配当金収入

９ 雑 収 入

借 入 金 等 収 入

前 受 金 収 入

そ の 他 の 収 入

資 金 収 入 調 整 勘 定 △ △ △ △ △ △ △ △ △ △

前 年 度 繰 越 支 払 資 金

１ 人 件 費 支 出

２ 教 育 研 究 経 費 支 出

（教育研究経費支出）

（ 医 療 経 費 支 出 ）

３ 管 理 経 費 支 出

４ 借 入 金 等 利 息 支 出

５ 借 入 金 等 返 済 支 出

６ 施 設 関 係 支 出

７ 設 備 関 係 支 出

８ 資 産 運 用 支 出

９ そ の 他 の 支 出

予 備 費

資 金 支 出 調 整 勘 定 △ △ △ △ △ △ △ △ △ △

翌 年 度 繰 越 支 払 資 金

支 出 の 部 合 計

決　算　額
科　　　　　目

23　　年　　度

当 年 度 支 出 合 計

当 年 度 収 入 合 計

構成比（％）

支

出

の

部

25　　年　　度

決　算　額

収 入 の 部 合 計

収

入

の

部

構成比（％）

24　　年　　度

決　算　額

（単位：千円）

予　算　額

区

分 予　算　額

26　　年　　度 27　　年　　度

構成比（％） 構成比（％） 構成比（％）

（注）平成 23 ～ 25 年度決算及び平成 26 年度予算の金額は ,資金収支決算・予算を ,平成 27 年度からの学校法人会計基準改正によって変更された資金収支科目に置き換えて表示

している。



-
 
3
5
 
-

③事業活動収支決算・予算の推移（平成 23 年度～平成 27 年度）

事業活動
収入比（％）

事業活動
収入比（％）

事業活動
収入比（％）

事業活動
収入比（％）

事業活動
収入比（％）

【 教 育 活 動 収 支 】

学 生 生 徒 等 納 付 金

手 数 料

寄 付 金

経 常 費 等 補 助 金

付 随 事 業 収 入

医 療 収 入

雑 収 入

人 件 費

教 育 研 究 経 費

（ 教 育 研 究 経 費 ）

（ 医 療 経 費 ）

管 理 経 費

徴 収 不 能 額 等

△

【 教 育 活 動 外 収 支 】

受 取 利 息 ・ 配 当 金

借 入 金 等 利 息

△

収
入
の
部

事
業
活
動

事
業
活
動

支
出
の
部

教 育 活 動 収 支 差 額

経 常 収 支 差 額

教 育 活 動 外 収 支 差 額

教 育 活 動 外 収 入 計

教 育 活 動 外 支 出 計

教 育 活 動 支 出 計

支
　
出
　
の
　
部

事
　
業
　
活
　
動

事
　
業
　
活
　
動

収
　
入
　
の
　
部

教 育 活 動 収 入 計

科　　　　　目

23　　年　　度 24　　年　　度

決　算　額決　算　額
区　分

決　算　額

25　　年　　度 26　　年　　度

予　算　額

（単位：千円）

27　　年　　度

予　算　額



-
 
3
6
 
-

事業活動
収入比（％）

事業活動
収入比（％）

事業活動
収入比（％）

事業活動
収入比（％）

事業活動
収入比（％）

27　　年　　度

予　算　額

26　　年　　度

予　算　額
科　　　　　目

23　　年　　度 24　　年　　度

決　算　額決　算　額
区　分

決　算　額

25　　年　　度

【  特  別  収  支  】

資 産 売 却 差 額

そ の 他 の 特 別 収 入

資 産 処 分 差 額

そ の 他 の 特 別 支 出

△ △

△ △ 9.71 △ △ 3.72 △ △ 9.46 △ △ 8.50 △ △ 11.74 

△ △ △ △ △

△ △ △ △ △

△ △ △ △ △

(　参　　　　　　考　)

△ △ 0.21 △ △ 24.93 

当 年 度 収 支 差 額

基 本 金 組 入 額 合 計

基 本 金 組 入 前

予 備 費

当 年 度 収 支 差 額

特 別 収 入 計

特 別 支 出 計

事 業 活 動 収 入 計

事 業 活 動 支 出 計

　
事
業
活
動

　
収
入
の
部

　
支
出

の
部

　
事
業

活
動

特 別 収 支 差 額

前 年 度 繰 越 収 支 差 額

翌 年 度 繰 越 収 支 差 額

（注）平成 23 ～ 25 年度決算及び平成 26 年度予算の金額は ,消費収支決算・予算を ,平成 27 年度からの学校法人会計基準改正によって変更された事業活動収支に置き換えて表示している。
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